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概 要 
作成日 平成22年7月21日 

プログラム(又は施策)名 次世代大型有機ELディスプレイ基盤技術の開発（グリーンＩＴプロジェクト）  

プロジェクト名 
次世代大型有機ELディスプレイ基盤技術の開発 

（グリーンＩＴプロジェクト） 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ番号 P08011 

担当推進部/担当者 電子・材料・ナノテクノロジー部  田中 宏典，田沼 清治 

０．事業の概要 

地球温暖化対策として、社会システム全体での省エネ対策が求められており、大型化が進む

ディスプレイの低消費電力化も重要な課題となっている。有機ＥＬディスプレイは、低消費電

力、高効率発光、広い視野角特性、高速応答性、超薄型軽量化などを同時に実現する次世代デ

ィスプレイ技術として期待されている。しかしながら、現時点においては40型以上の大型有機

ＥＬディスプレイを製造するプロセス技術が確立されていない。そこで、次世代大型有機ＥＬ

ディスプレイの基盤技術の開発を行い、ディスプレイの大幅な省エネルギーを推進することに

より地球温暖化対策へ貢献する。 

具体的には、大型有機ＥＬディスプレイの高生産性製造を実現するための低損傷電極形成技

術・透明封止技術・有機製膜技術開発に取り組み、製造プロセスに関わる基盤技術を確立する。

2010年代後半に、フルＨＤ40型以上の大型有機ＥＬディスプレイの消費電力を40Ｗ以下にし、

量産化することを目指す。 

Ⅰ．事業の位置付け 

・必要性について 

テレビをはじめとするディスプレイの大型化が進み、１台当たりの消費電力は増大の傾向に

あるため、大画面かつ高精細・高画質でありながら電力消費の少ない次世代ＦＰＤの基盤技術

の確立が必須である。ＮＥＤＯでは、ＩＴ機器の省エネ対策としてグリーンＩＴプロジェクト

を平成20年度から開始している。本プロジェクトでは、グリーンＩＴプロジェクトの一環とし

て、ディスプレイの消費電力低減につながる技術開発を行う。 

有機ＥＬディスプレイは、低消費電力、高効率発光表示、広い視野角特性、高速応答性、超

薄型軽量化などを同時に実現する次世代ディスプレイ技術として期待されている。しかしなが

ら、現状では大型化の製造技術は開発されていないため、大型ディスプレイの実現に向けた製

造プロセス技術を含む新たな基盤技術の開発が不可欠である。 

全世界に広がるテレビ市場にわが国の産業界が、従来の先陣を堅持継続し、経済発展に寄与

するためにも、このような国際競争力のある技術開発を国家規模で進めることが非常に重要で

ある。大型低消費電力ディスプレイの実現に向けて革新的な技術開発をわが国の企業・研究機

関が一体となって取り組むべきである。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

 

事業の目標 

下記の研究開発項目に取り組む。 

研究開発項目① 低損傷大面積電極形成技術の開発： 有機膜に損傷を与えずに、可視光損失

率が低く、かつ、シート抵抗値の低い電極を、大面積にわたって均質に形成するための材料技

術・製造プロセス技術を開発する。 

研究開発項目② 大面積透明封止技術の開発： 有機膜や電極に損傷を与えずに、可視光損失

率が低く、かつ、有機膜の発光特性の経時安定性を保つために、高いバリア性を有する封止膜

の材料・構造、製造プロセス技術を開発する。 

研究開発項目③ 大面積有機製膜技術の開発： 高い発光効率を示す有機EL素子用材料に対

して、大面積であっても高精細なパターニングの可能性を有し、さらに、画素内および画素間

にわたる高度な均質性が得られる有機膜製造プロセス技術を開発する。 

研究開発項目④ 大型ディスプレイ製造に向けた検証： 上記、研究開発項目①、②、③の個

別要素技術の統合を通じて、フルＨＤ40型以上の有機ＥＬディスプレイに対して想定される消

費電力が40Ｗ以下となること、および、開発した各基盤技術がＧ６サイズ（1500mm×1850mm）

以上の基板に対して適用可能で高生産性を実現できること、を客観的な技術データをもって示

す。 

事業の計画内容 

主な実施事項 H20fy H21fy H22fy H23fy H24fy

 

①低損傷大面積電極形成技術の開発 

②大面積透明封止技術の開発 

③大面積有機製膜技術の開発 

④大型ﾃ゙ ｨｽﾌ゚ ﾚｲ製造に向けた検証 

 

開発予算 

（会計・勘定別に事業費

会計・勘定 H20fy H21fy H22fy H23fy H24fy 総額 

一般会計       



概要－2 
事業原簿 公開版 

の実績額を記載） 

（単位：百万円） 

特別会計 
（電多・高度化・石油の別） 743 858 624 

（予定） 
   

総予算額 743 858 624 
（予定）    

開発体制 

経産省担当原課 経済産業政策局 情報通信機器課 

プロジェクトリーダー 
プロジェクトリーダー   占部 哲夫（ソニー） 

プロジェクトリーダー代行 茨木 伸樹（産総研） 

委託先 

委託先（11機関）：ソニー株式会社、東芝モバイルディスプ

レイ株式会社、シャープ株式会社、住友化学株式会社、出光

興産株式会社、独立行政法人産業技術総合研究所、長州産業

株式会社、JSR株式会社、株式会社島津製作所、大日本スクリ

ーン製造株式会社、日立造船株式会社 

共同実施先（４大学）：北陸先端科学技術大学院大学、金沢

工業大学、九州大学、富山大学 

情勢変化への対応 
ディスプレイ業界は、国際的な技術開発競争がますます熾烈になっている状況にあるため、我

が国も早急に次世代大型ディスプレイの技術開発に取り組むことが重要である。 

Ⅲ．研究開発成果 

について 

研究開発項目①「低損傷大面積電極形成技術の開発」 

平成20年度には、大面積にわたって均質な電極を製造する技術を開発するため、スパッタ法

による電極形成技術の検討を開始した。また低シート抵抗と低可視光損失率を兼ね備えうる電

極材料の検討、構造の設計を行い、作成された素子の材料評価手法の検討を行った。これによ

り電極材料及び構造の違いによる特性変化の基礎データを蓄積した。 

平成21年度には、小型基板対応の透明電極形成装置を開発して、膜厚と低効率の関係、可視

光損失率、製膜ダメージの評価を行い、低消費電力化実現に向けた課題を明確化した。 

研究開発項目②「大面積透明封止技術の開発」 

平成20年度には、大型有機ＥＬディスプレイに適合しうる封止プロセス手法として、ＣＶＤ

による封止技術の検討を着手した。封止膜構造の基礎検討を行い、実験用封止装置の設計、お

よび性能評価手法の検討を行った。また、高バリア性と低可視光損失率を兼ね備えうる封止材

料の開発として、新規有機封止膜材料および新規バインダーポリマーの開発に着手した。 

平成 21 年度には大面積均一性および高生産性を実現する封止構造および封止プロセス候補

を開発し、性能評価に着手した。また高バリア性、透明性、均一性を両立する封止材料候補を

見出し、上記封止プロセスへの適用性検討を開始した。 

研究開発項目③「大面積有機製膜技術の開発」 

平成20年度には大面積にわたって均質な有機薄膜を実現するため、蒸着法の基礎検討に着手

した。有効な蒸着条件（ノズル位置や蒸着温度など）を検討するため、小型基板対応の実験装

置を導入し、膜質分析を開始した。また有機膜のパターン化技術として、有版印刷法の基礎検

討を開始した。高精細の有機膜を塗布するためのインク候補を選択し、転写条件と塗布形状の

関係を実験した。 

平成 21 年度には、対角１０インチ以上の基板に対応した実験装置を用いてデータ蓄積を行

い、開発課題を明確化した。また有版印刷法による有機膜パターン技術の性能評価を開始し、

インク組成の制御と印刷パラメータの最適化を検討した。 

研究開発項目④「大型ディスプレイ製造に向けた検証」 

平成20年度には、上記①②③の個別要素技術を適用した大型ディスプレイ製造を想定し、低

消費電力化を見積もるための基礎情報の収集に着手した。 

平成 21 年度には大型有機ＥＬディスプレイの消費電力をシミュレーションする技術を開発

して要素解析を行い、最終目標実現に向けた各要素の目標を具体化した。 

投稿論文 論文発表等 ６２件 

特  許 （非公開版を参照） 

Ⅳ．実用化、事業化 

の見通しについて 

本プロジェクト終了後、各企業での実用化検討によって、2010年代後半（平成27年～32年頃）

に量産実用化され、大幅な消費電力削減を実現されることを目指す。 

 

Ⅴ．評価に関する事項 

事前評価 平成２０年度実施  担当部 電子・情報技術開発部 

中間評価以降 
平成２２年度 中間評価実施予定 

平成２５年度 事後評価実施予定 

 

Ⅵ．基本計画に関する事項 

 

作成時期 平成２０年３月 作成 

変更履歴 平成２０年７月 変更（プログラム名の変更） 
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プロジェクト用語集  

 

用語 説明 

CVD Chemical Vapor Deposition(化学気相堆積法)。成膜法の一つで、

スパッタリング、抵抗加熱蒸着等の物理蒸着法に対して、気相で

の化学反応を伴う成膜法。 

Ca 腐食法 Ca が水と反応し Ca(OH)2 に変化することを利用した吸湿特性評価

法で、金属 Ca に水分が反応して Ca(OH)2 になる際の物性変化を利

用して反応水分を定量化する。1×10-5g/m2/d の感度が得られてい

る。 

Ca 劣化評価 Ca が水と反応し Ca(OH)2 に変化することを利用した吸湿特性評価

法 

RGB 塗分け R,G,B の 3 色を混色することなくパターン形成すること。 

SWP（表面波プラズマ） 誘電体表面を伝搬する電磁波により励起されるプラズマで、高電

子密度が得られる。SWP は Surface Wave Plasma の略。 

るつぼ 本プロジェクトの面蒸着源技術においては、有機材料をセットす

る容器を指す。 

コンタミ コンタミネーションの略。汚染。本来混入するべきでない物質が

混入する事。 

サブピクセル ディスプレイを構成する最小単位。画素と同義。 

シート抵抗 一様の厚さを持つ薄膜の抵抗を表す方法の一種。単位Ω/□。 

スケーラビリティ 大型化しても特性、機能が低下しない事。 

スパッタ 金属表面に高エネルギー粒子を当てると金属表面から原子が飛び

出すこと。 

スパッタ成膜･･･真空チャンバ内に薄膜としてつけたい金属をタ

ーゲットとして設置し、高電圧をかけてイオン化させた希ガス元

素を衝突させることで、ターゲット表面の原子をはじき飛ばし、

基板に堆積させる成膜方法。 

スピンコート法 基材を回転させて塗布する方法 

セル生産方式 製造における生産方式の一つ。本プロジェクトでは、一つの装置

で複数の有機ＥＬ膜成膜を行う蒸着装置をクラスター型搬送チャ

ンバに接続された生産システムを指す。 

ターゲット材料 薄膜としてつけたい金属材料 

タクト マザーガラス１枚当りの処理時間。 

チャンバ 容器、部屋 

バインダーポリマー 膜を形成させるための化学成分 

パターン化プロセス 各画素単位で製膜を可能とするプロセス。 

プラズマ 原子や分子から電子が離れて、イオンと電子が混在した状態をさ

す。スパッタ成膜法では、ターゲット表面に高電圧を印加するこ

とにより、形成する。 

ポイントソース蒸着 点状の蒸着源を用いた真空蒸着技術 

マニホールド 多岐に分離させたり集合させたりする装置。本プロジェクトの面

蒸着源に用いるマニホールドは、蒸着するための複数の有機材料

を蒸着するための装置を指す。 

モコン法 水蒸気透過率を測定する評価法。フィルムを透過する水蒸気を赤

外線センサーで測定する方法であり、測定限界は通常のモコン法
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で 0.01 g/m2/d 程度、最近の高感度化で 10-4 g/m2/d 台まで改善さ

れてきた。 

リニアソース蒸着 線状の蒸着源を用いた真空蒸着技術 

位置精度 平面状での設定印刷位置からの実際印刷位置のズレ量。 

印刷パラメータ 有版印刷装置の各軸の制御パラメータ。 

解像度 サブピクセルの大きさ。 

可視光損失率 ガラスや薄膜を通過する光は、反射・透過・吸収の影響を受ける。

全光を１とした場合、反射および透過を除いた吸収（1-反射-透過）

を可視光損失率と定義する。 

画素 ディスプレイを構成する最小単位。 

蒸着 金属、酸化物、有機物などを蒸発させて、基板の表面に付着させ

て薄膜を形成する技術。真空にした容器の中で蒸着することを真

空蒸着と言い、しばしば、真空蒸着のことを蒸着と呼ぶ。 

水蒸気透過率（WVTR） 物質中を水蒸気が透過する速度で、通常 g/m2/d の単位で表記され

る。WVTR は Water vapor transmission rate の略。 

塗布型有機封止膜 吸湿機能を有する透明な塗布形成可能な有機封止膜 

発光効率 投入電流に対する出射される光の割合〔cd/A〕 

面蒸着 面状の蒸着源を用いた真空蒸着技術 

有機 EL 膜 R,G,B に発光する層。 

有機膜 発光層を形成する有機膜。 

有版印刷 樹脂製の凸版を用いたフレキソ印刷方式。 
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Ｉ．事業の位置付け・必要性について 

 

１．ＮＥＤＯの関与の必要性・制度への適合性 

 

１．１ ＮＥＤＯが関与することの意義 

1.1.1 政策への適合性 

 ディスプレイは、テレビ用途のみならず、パーソナルコンピューターや携帯電話などのモニタ

用途としても広く使われている。また、街頭や商業施設などにおいてもディスプレイを使用して

情報発信するデジタルサイネージとしての利用も高まりつつある。情報通信（ＩＴ）技術の発達

により、情報を表示する手段としてのディスプレイの需要は高まっており、その中でディスプレ

イ技術は情報通信技術の重要な役割を担っている。その一方で、ＩＴ機器の普及によって情報通

信量が急増し、ＩＴ機器の消費電力量も増大しているため、対策が求められている。 

 こうした中、我が国の政府も情報通信分野を重視した研究開発政策を進めている。これまでに

政府は、「科学技術創造立国」を国家戦略として打ち立て、科学技術基本法の下で「科学技術基

本計画」に基づく総合的施策を強力に推進してきた。ディスプレイ技術が含まれる情報通信分野

は、「第３期科学技術基本計画」（計画年度：平成１８年度から２２年度）においても「重点推

進４分野」（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料）の一つとして位置

付けられ、優先的な資源配分を行う対象となっている。経済産業省の「新産業創造戦略２００５」

（平成１７年６月）においても、情報家電分野は日本の将来を支える戦略７分野（燃料電池、情

報家電、ロボット、コンテンツ、健康・福祉・機器・サービス、環境・エネルギー・機器・サー

ビス、ビジネス支援サービス）の一つとして位置付けられ、具体的な市場規模、目標年限を明示

した政策のアクションプランが明示された。また、内閣に平成１３年から設置されたＩＴ戦略本

部（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）による「ＩＴ新改革戦略」（平成１８年１

月）では、ＩＴを駆使した環境配慮型社会の実現に向けて、ＩＴ機器によるエネルギーの使用量

を抑制化する取り組みが目標としてあげられており、「重点計画２００８」（平成１９年８月）

の中においてディスプレイの省エネ化が具体的な施策として取り上げられている。さらに、経済

産業省の「経済成長戦略大綱」（平成１９年６月改訂）においても「持続的なＩＴの活用を可能

とするため、半導体やＩＴ機器・システムの省エネルギー技術の開発を強化するとともに、省エ

ネ法におけるトップランナー制度の活用等、研究成果の普及に向けた取組を進める」と示されて

いる。鳩山内閣においても「新成長戦略（基本方針）～輝きのある日本へ～」（平成２１年１２

月）を策定し、グリーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略として、情報通信シ

ステムの低消費電力化や省エネ家電の普及等により、家庭部門での総合的な温室効果ガスを削減

することを目指している。このように、情報通信技術に関する政策は多く、国家的な戦略として

支援が行われている。 

 

 平成２０年は、京都議定書の第１約束期間（平成２０年～平成２４年）に入る年であると同時

に、北海道・洞爺湖サミット（平成２０年７月）で地球温暖化対策が議論されるなど、地球環境
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問題への関心が高まった年であった。経済産業省は、ＩＴ機器の普及によるＣＯ2 排出量増大へ

の懸念に対して、産学官協力して「ＩＴの省エネ」と「ＩＴによる社会全体の省エネ」を推進す

る「グリーンＩＴイニシアティブ」を提唱し、平成２０年２月には「グリーンＩＴ推進協議会」

が設立された。そして、平成２０年４月から、ＩＴ機器やシステムの抜本的な省エネルギー化を

進めるための研究開発プロジェクト「グリーンＩＴプロジェクト」を開始した。この中で、先進

的な冷却・熱回収技術などデータセンターのエネルギー 適化技術や、情報流量に合わせたネッ

トワークの電力 適化技術、次世代のディスプレイである有機ＥＬディスプレイの省エネルギー

化技術などの研究開発を行うことで、２０２５年にＩＴシステムにかかる電力利用効率をおよそ

２倍にまで伸ばす方針を立てた。 

 

独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯと略記する）が実施する

本プロジェクト（次世代大型有機ＥＬディスプレイ基盤技術の開発（グリーンＩＴプログラム））

は、このグリーンＩＴプロジェクトの一部として実施するものであり、経済産業省のＩＴイノベ

ーションプログラムおよびエネルギーイノベーションプログラムの一環として実施するものであ

る。この２つのイノベーションプログラムは、経済産業省が策定した「イノベーションプログラ

ム基本計画」（平成２０年４月）の一部である。ＩＴイノベーションプログラムは、我が国が目

指す高度情報通信ネットワーク社会の構築に向けて、情報化の進展に伴うエネルギー消費量の増

大等の課題に考慮した情報通信技術を開発し、実社会への利用を促進することがねらいであり、

エネルギーイノベーションプログラムは、総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその成

果の導入を促進する取り組みが行うねらいがある。 

 有機ＥＬディスプレイは、低消費電力、高効率発光表示、広い視野角特性、高速応答性、超薄

型軽量化などを同時に実現する次世代ディスプレイ技術として位置付けられている。本プロジェ

クトを成功させることによって、電力削減によるＣＯ2 排出量削減効果を実現することが期待さ

れる。 

 

 以上のように、本プロジェクトが目指す情報通信技術の開発および省エネ技術の開発は、国の

産業技術政策とも合致するものとなっている。 
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1.1.2 ＮＥＤＯ中期計画における位置付け   

 ＮＥＤＯの第２期中期計画1においては、情報通信分野の目標として、高度な情報通信（ＩＴ）

社会の実現とＩＴ産業の国際競争力の強化があげられている。そのためのディスプレイ技術の開

発として、ＮＥＤＯでは大画面・高精細・高画質でありながら低消費電力化を実現する技術の開

発を推進する。 

 図Ⅰ-1-1 にＮＥＤＯにおける電子・情報技術開発部の取り組みをまとめて示す。ここで示す５

つの技術分野（半導体技術、ストレージ・メモリ技術、コンピュータ技術、ネットワーク技術、

ユーザビリティ技術）は、経済産業省の「技術戦略マップ」における情報通信分野の区分、およ

びＮＥＤＯの「技術ロードマップ」の区分に対応するものである。ＮＥＤＯでは、本プロジェク

トのディスプレイ技術をユーザビリティ分野に位置付け、ディスプレイの低消費電力化に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-1-1 ＮＥＤＯにおける電子・情報技術開発部の取り組み 

 

 

1.1.3 ＮＥＤＯが関与する必要性・意義  

本プロジェクトは、次の視点からＮＥＤＯが関与する必要性・意義がある。 

 

（１）公益性とＣＯ2削減効果 

ディスプレイ技術は、将来の情報通信分野における中核的・革新的技術であり、我が国のエレ

クトロニクス産業の優位性の確保と情報化社会の推進にとって大きな意義を持つものである。ま

た、ディスプレイの用途のひとつであるテレビは、国民にとって関心の高い商品であり、技術開

                                                 
1 NEDO 中期計画： http://www.nedo.go.jp/jyouhoukoukai/tsusoku/cyuukikeikaku2.pdf 
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発に対する期待も大きいものである。図Ⅰ-1-2 のように家庭内の電気使用量において、テレビは

約１０％を占める。ディスプレイの低消費電力化を実現すれば、家庭内電気料金を減らすことが

できることから、公共性が高いプロジェクトであるといえる。 

また、地球温暖化対策への取り組みとしても重要であり、本プロジェクトの成果によってテレ

ビやＩＴ機器に利用されているディスプレイの消費電力を削減し、ＣＯ2 排出量削減に大きく貢

献できる。このように国家的な取り組みとも合致するプロジェクトであり、ＮＥＤＯが関与して

取り組む意義がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             図Ⅰ-1-2 家庭における消費電力量の割合 

           （資源エネルギー庁 平成１６年度電力需給の概要より） 

 

 

（２）国際競争力確保 

ディスプレイ産業は、日本、韓国、台湾が凌ぎを削っている国際競争の激しい技術分野である。 

韓国では、ディスプレイ業界における韓国の地位をより一層高めようと、国家的な戦略を打ち

出した。韓国の産業資源部は、平成１９年５月に大手ＦＰＤメーカー４社（サムスン電子、サム

スンＳＤＩ、ＬＧ電子、ＬＧフィリップスＬＣＤ）と特許協力や共同研究開発の推進など８項目

における団結を盛り込んだ「８大相互協力決議」を採択している。さらに、韓国政府が平成１９

年に策定した「第２次科学技術基本計画（２００８－２０１２年）」は、平成２０年８月に「先進

一流国家に向けた李明博政権の科学技術基本計画(５７７イニシアチブ)」として改訂され、この

中でも「次世代ディスプレイ技術」が重点育成技術として取り上げられている。このような動き

から、韓国のディスプレイ産業が活発化し、日韓企業の競争がより激化すると考えられる。すで

に、サムスングループとＬＧグループは、液晶ディスプレイのみならず、有機ＥＬディスプレイ

に積極的に投資し、大型有機ＥＬディスプレイの実用化技術の開発にも着手している。 

また台湾では、両兆双星プロジェクト（平成１４年～）やＬＣＤ製造設備産業への支援など、

ディスプレイ事業に対する施策を積極的に行っている。ＣＭＯ（Chi Mei Optoelectronics 

Corporation：奇美電子）、ＡＵＯ（AU Optronics Corporation：友達光電）は、液晶パネルの有

温水洗浄
便座
4%
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力メーカーであるが、有機ＥＬディスプレイの研究開発も行っている。また、中小型パネルメー

カーInnolux(群創光電)とＣＭＯの合併も発表され（新社名は、Chimei Innolux Corporation）、

台湾企業のディスプレイ業界再編も加速している。 

このように韓国や台湾では、国がディスプレイ産業をバックアップしているほか、ディスプレ

イ関係企業の連携も強化しており、我が国のディスプレイ産業は、一層厳しい状態となっている。

従って、次世代ディスプレイとして期待がかかる有機ＥＬディスプレイについても、日本が手遅

れとなることのないよう、早期の技術確立に取り組むべきである。特に、ディスプレイ技術は情

報家電分野におけるコア技術となるため、激しい国際競争社会における我が国がＩＴ産業のプレ

ゼンスを確保するためには、国内企業間の連携や技術の共通化が重要であり、民間活動のみでは

十分でなく、ＮＥＤＯが関与する意義がある。 

 

（３）民間企業ではリスクのある研究開発内容 

ディスプレイ産業において国際的に厳しい競争環境にある中、世界市場におけるテレビの競争

力は、高精細・大画面とコストであり、消費電力量の低減への配慮は劣後しがちなのが現状であ

る。そのため、低消費電力化に関する技術開発の自助努力についても限界があり、低消費電力技

術の確立を国をあげて支援する必要がある。 

有機ＥＬディスプレイ分野の大型化・低消費電力化は、長期的な視野に基づいた研究開発活動

が必要な技術分野であり、民間企業単独での実施にはリスクがある技術分野である。また、参画

する企業が共通に利用できる技術を開発することを目的としていることから、企業間の周知を集

めて連携を強め、研究開発スピードを加速できる。また、開発技術の共通化は、国内企業の研究

開発費の効率化にも貢献できるメリットがあり、国際競争力確保にも貢献できる。 

このように、民間企業単独で研究開発を行うのにはリスクがあるが、国が支援する国家プロジ

ェクトとして共通技術の研究開発を行うことによるメリットや効果は大きく、ＮＥＤＯが関与す

る意義があるといえる。 

 

 

このように、本プロジェクトは、経済産業省により定められた政策上のプログラムにも合致し、

本プロジェクトの成功により、我が国ディスプレイ産業とその関連産業の国際競争力強化、およ

び国家的重点目標である高度情報化社会および地球温暖化対策の実現に寄与するものであり、さ

らには、広範な産業分野への大きな波及効果が期待され、産業政策・情報政策の面からも極めて

重要な課題であることから、国家プロジェクトとしてＮＥＤＯが関与すべきものと考えられる。 
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１．２ 実施の効果（費用対効果）  

1.2.1 市場への効果 

本プロジェクトの目的は、有機ＥＬディスプレイの大型化・低消費電力化技術を開発すること

である。プロジェクトの事業期間は５年間、事業規模は約３５億円の計画（初年度７億円×５年

間とした場合）で開始された。 

現在のディスプレイの市場規模は、図Ⅰ-1-3 の通り９～１０兆円である。有機ＥＬディスプレ

イは、まだ小型ディスプレイに限定されているため、市場規模も２０１０年で１３００億円程度

と小さいが、今後は急速な伸びが見込まれている。大型化技術が確立されてテレビなどへの応用

が確立されるとともに、量産化技術の確立による低コスト化によって、既存ディスプレイからの

急速な置き換えがはじまると考えられる。また、有機ＥＬディスプレイでは、既存のディスプレ

イでは実現できなかった新しい用途への利用も可能であるため、新規産業の創出への期待もかか

る。 

また、家庭の消費者にとっても、本プロジェクトの成果によって家庭内テレビの消費電力を抑

えることができ、電気料金の削減などの恩恵を享受できる。また、国際的なＣＯ2 削減活動にも

貢献できるほか、我が国の産業競争力強化にもつながるなどの効果が期待される。 

以上のことから、本プロジェクトは、総事業費に対して十分大きな効果が期待できるといえる。 
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図Ⅰ-1-3 ディスプレイの用途別市場とＯＬＥＤの市場規模推移 
（第１８回ディスプレイサーチフォーラム〔２０１０年１月〕より） 
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1.2.1 省エネルギー効果 

本プロジェクトによる省エネルギー効果は、次のようにして見積もりした。 

 

①薄型テレビ全体の出荷台数は今後、従来までに比べると飽和傾向になるが、２０３０年まで

は 低２％程度ののびを継続するものと考えると２０２０年には２.８億台に達する（*注１）。 

②この中で有機ＥＬテレビは２０１７年頃から大きく立ち上がり、１０年後には薄型テレビの

８０％のシェアを獲得することを想定した。有機ＥＬテレビの出荷台数は２０２０年で８９

００万台、２０３０年で２.７億台となる。 

③本プロジェクトが無かった場合には、有機ＥＬテレビのシェア及び出荷台数は上記値の半分

にとどまると想定した。 

④有機ＥＬテレビの購入層は、液晶テレビからの買い替えであると考えられる。従って、本プ

ロジェクトがない場合の消費電力としては液晶テレビを基準とした。液晶テレビ（４０型）

のパネルが消費する年間消費電力量は、本年以降も継続して減少を続けるものとして算出（*

注２）。 

⑤本プロジェクトの成果を取り入れた有機ＥＬテレビ（４０型）のパネルが消費する年間消費

電力量は２０１７年時で４０ｋＷｈ／年、その後も減少するものと設定（*注３）。 

⑥薄型テレビの製品寿命は５年と想定する。従って各年における省エネ量は、過去５年間に出

荷された本プロジェクト適用製品による年間消費電力量の改善の総和と考えられる。 

 

以上の想定に基づいて、本プロジェクトによる２０２０年での年間消費電力量の改善効果を算出

すると３０.４億ｋＷｈ／年となる。これは原油換算すると７８.２万ｋｌ 、ＣＯ2換算すると１

６９万トンの削減となる。 

同様に２０３０年で計算すると、原油換算で５１７万ｋｌ、ＣＯ2換算で１１２０万トンの削減

が見込まれる。 

これらは本プロジェクトが無かった場合の年間消費電力等に比べて約２７％の削減効果である

（２０３０年）。 

 

（*注１）第１８回ディスプレイサーチフォーラム(２０１０年１月)による２００４年－２０１３年の出荷台数及

び成長率の予測をもとに、算出。 

（*注２）２０１０年の液晶テレビ（４０型）の年間消費電力量を 新の各社カタログから１４０ｋＷｈ／年と設

定。パネル部の消費電力はこれの２／３と設定。これが２０１５年までは年率５％、２０２０年までは

３％、これ以降は１％ずつ低減するものとして算出。 

（*注３）２０１７年以降２０２２年まで（５年間）は年率５％、２０２７年まで（５年間）は３％、これ以降は

１％と設定 
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２．事業の背景・目的・位置づけ  

 

２．１ 事業の背景  

2.1.1 社会的背景 

薄型ディスプレイの普及は急速に進んでおり、薄型テレビの出荷台数も平成１９年から平成２

４年の５年間で２倍以上の伸びが予測されている（図Ⅰ-2-1）。また、ハイビジョン対応やディス

プレイパネルの価格低下によって、家庭内テレビの薄型テレビへの置き換えも急速に進んでおり、

テレビの平均画面サイズも年々大きくなっている。画面サイズの大型化や高精細化（ハイビジョ

ン化）に起因して、一台あたりの消費電力は増加傾向にあり、家庭内におけるエネルギー消費も

増加している。従って、ディスプレイの低消費電力化技術への取り組みは急務の課題となってい

る。 
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図Ⅰ-2-1 テレビ（技術別）の出荷台数変化予測［百万台］ 

（第１８回ディスプレイサーチフォーラム〔２０１０年１月〕より） 

 

国家レベルでのテレビ低消費電力化の推進活動も進んでいる。国内では、経済産業省が進める

省エネラベリング制度・統一省エネラベルにより、家電製品の省エネ化を推進している。米国環

境保護庁（ＥＰＡ：Environmental Protection Agency）が進めるＥＮＥＲＧＹ ＳＴＡＲプログ

ラムでも、ディスプレイおよびテレビを対象にした基準を設定した。また、米国カリフォリニア

州では消費電力の大きいテレビの販売を２０１１年から禁止するとの法案が可決されている。こ

の他、欧州ＥｕＰや豪州などでも同様の取り組みが進められており、低消費電力化に関する外部

情勢が世界的にも大きく変化している。 
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このような環境変化の中、有機ＥＬディスプレイは映像を美しく鑑賞できる薄型ディスプレイ

としての期待が高まっている。しかしながら、現時点では携帯電話や車載機器向けの小型パネル

が中心でしか実用化されておらず、テレビなどへの実用化も１５型までしか市場に出ていないの

が現状である（図Ⅰ-1-3）。しかしながら、超薄型軽量、高速応答、広い視野角、低消費電力とい

う有機ＥＬディスプレイならではの利点をテレビに利用することは、非常に有効であり、期待が

かかるものである。大型化が難しいことから、平成２８年（２０１６年）においても、テレビと

してのシェアは低く予想されているが（図Ⅰ-2-2）、ディスプレイ市場は大きく、有機ＥＬディス

プレイの大型化・量産技術の確立によって市場拡大は急速に伸びると考えられる。 

このことから、有機ＥＬディスプレイ技術を根本的に見直し、次世代技術のトータル的な開発

により大型有機ＥＬディスプレイを確立することは重要である。また、大型で高精細・高画質で

ありながら、従来の中型並みまたはそれ以下の低消費電力の実現を狙うメリットは非常に大きい。 

 

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

Total 194 207 207 222 231 242 253 262 273 288 299

CRT TV 124 101 78 45 29 20 13 8 5 3 2

LCD TV 56 92 113 161 185 204 221 233 245 257 264
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図Ⅰ-2-2 テレビ用ディスプレイパネル需要予測（金額：２００６-２０１６） 

（第１８回ディスプレイサーチフォーラム〔２０１０年１月〕より） 

 

2.1.2 技術的背景  

フラットパネルディスプレイとしては、液晶ディスプレイやプラズマテレビが普及し、高画質

化、高速応答性の向上、低消費電力化、薄型化など、その技術も年々向上している。こうした中

で、有機ＥＬディスプレイは次世代ディスプレイとして位置付けられ、低消費電力、高効率発光

表示、広い視野角特性、高速応答性、超薄型軽量化などを同時に実現することが期待されている

いる。近年注目を浴びている３Ｄ表示についても、有機ＥＬディスプレイの高速応答性であれば

まったく問題なく対応可能である。また、曲げられるディスプレイやポスターのように超薄超軽

量ディスプレイへの応用など、これまでにない付加価値をつけることも期待される。 
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しかしながら、現時点においては４０型以上の大型ディスプレイを量産製造する技術が確立さ

れていないのが現状である。市場に出ている有機ＥＬディスプレイは、携帯電話や車載機器など

の中小型のものに限られている。テレビとして市販されているものも、ソニー株式会社の１１型

（ＸＥＬ－１、２００７年１１月発売）とＬＧグループ（ＬＧ電子・ＬＧディスプレイ）の１５

型（２００９年１２月発売）だけである。 

有機ＥＬディスプレイを次世代ディスプレイと重視している企業は、展示会などで積極的に試

作品を公開している。サムスン電子は、２００５年に４０型（解像度 1,280×800 ドット）の有機

ＥＬディスプレイの展示を行った。サムスングループは、その後も様々な技術を用いて大型化の

実用化技術の検討を行っており、２００８年には４０型（フルＨＤ）も試作しているが、市販品

を出すまでには到っていない。ＬＧグループは、１９型の有機ＥＬディスプレイも試作・展示し

ていたが市販品は１５型に抑えた。国内企業では、ＴＭＤが２００７年にＮＥＤＯプロジェクト

「高効率有機デバイスの開発」の成果を利用して２１型を試作している。ソニー㈱も、２７型（フ

ルＨＤ）や２５型の３Ｄ対応などを継続的に展示している。また台湾企業では、ＡＵＯが１４型

（フルＨＤ）を、ＣＭＥＬ（ChiMei EL Corporation）が２５型（ＷＸＧＡ）を出している。 

現在のところ、開発した技術を市販製品レベルにまで到達さえることができていないのが現状

である。従って、有機ＥＬディスプレイを次世代ディスプレイとして商品化するためには、大型

パネル製造プロセス技術の開発が重要必要不可欠となる。 

有機ＥＬディスプレイの大型化が難しい理由の一つに有機材料が熱や水分・酸素に弱いという

ことがある。有機ＥＬ層やその隣接する層を均一に成膜するには、液晶と異なった低い温度（100℃

程度以下）で成膜する必要があり、そうした技術の確立が必要不可欠である。また、スパッタの

ような手法を使う場合には、衝撃で有機層にダメージを与えることも考えられる。こうしたこと

を防ぎながら、有機ＥＬ素子を形成できるようにする製造プロセス技術を確立することが求めら

れる。有機ＥＬディスプレイに関する技術開発は、まだ十分に行われていない状況である。そこ

で、本プロジェクトによって、この研究開発を加速し、世界に先駆けて技術確立することを目指

す。 

 

２．２ 事業の目的  

上記のような背景から、低消費電力の大型有機ＥＬディスプレイを製造する技術の確立が必要

不可欠である。そこで、本プロジェクトでは、大型有機ＥＬディスプレイ製造の基盤技術の研究

開発を行い、大型有機ＥＬパネル量産に向けた技術確立することを目的とした。具体的には、低

損傷大面積電極形成技術、大面積透明封止技術、大面積有機製膜技術という各社共通して利用で

きる大きな３つの基盤技術の確立に取り組むこととする。 

大型有機ＥＬディスプレイ技術の開発目標の設定にあたっては、フルＨＤ４０型の有機ＥＬテ

レビを実現することを想定した。テレビとして市場に出すためには、低コスト化も必要不可欠で

あることから、量産技術として適用可能な技術とすることが必要である。そのため、Ｇ６サイズ

（1500mm×1850mm）以上の基板に対して適用可能な基盤技術の開発を目標とした。また、本プロ

ジェクトの大きな目標は、ディスプレイの低消費電力化である。その目標は、フルＨＤ４０型以
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上の大型有機ＥＬディスプレイの消費電力が４０Ｗ以下となることを示すこととした。本プロジ

ェクトによって、ディスプレイの低消費電力技術を確立し、世の中のディスプレイの消費電力化

を推進することによって、ＣＯ2削減効果にも大きな効果が得られる。 

 

２．３ 事業の位置付け 

有機ＥＬディスプレイ技術関係のプロジェクトとしては、ＮＥＤＯ電子・情報技術開発部でも

過去に「高効率有機デバイスの開発」（平成１４年～平成１８年度）を行い、フレキシブルシート

ディスプレイの研究開発のほか、大画面ディスプレイの開発として低温ポリシリコンＴＦＴ基板

を用いた２０型クラスのディスプレイを試作するなどの成果をあげている。 

平成２０年度から開始した本プロジェクトでは、さらに大型有機ＥＬディスプレイの量産実用

化を可能とする技術の基盤技術の研究開発をターゲットとした研究開発を行う。そして、本プロ

ジェクトの成果を用いて４０型以上の有機ＥＬテレビの量産することを可能にし、市場投入する

ことで家庭用テレビとしての低消費電力化を実現することを目指している。 

 

ＮＥＤＯおよび経済産業省がまとめた技術ロードマップにおける本プロジェクトの事業の位置

付けは、「（Ｃ）技術戦略マップ（分野別技術ロードマップ）」の章の図 C-2 にまとめた。本プロジ

ェクトは、テレビなどへの応用を目的（ホーム／オフィス／パブリックユース）とした大型ディ

スプレイの実用化をめざした技術開発に位置しており、高生産性対応、低消費電力化技術の研究

開発を行う事業である。プロジェクト外の周辺技術として、材料技術の開発、光利用効率改善、

大画面高画質化技術、ＴＦＴ技術の開発などが本プロジェクトと並行して進められることが期待

されており、プロジェクトが終了する平成２５年（２０１３年）以降にそれぞれの技術を組み合

わせることによって、大型製造装置への統合組み込みが行われ、大型有機ＥＬディスプレイの量

産が実現し、普及が加速されると期待している。 

 

また、本プロジェクト成果で得られた成果は、携帯電話や車載機器向け（パーソナル／モバイ

ルユース）にも利用可能な技術であり、有機ＥＬディスプレイ技術の全体的な性能改善を実現す

る。フレキシブル基板対応技術の開発も進められていくことから、曲げられるディスプレイの大

型化などへの応用も期待できる。 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて  

１．事業の目標   

１．１ 事業の全体目標 

大型有機ＥＬディスプレイ製造における基盤技術の開発および低消費電力化技術の開発を行う

ことが本プロジェクトの目的である。現時点においては４０型以上の大型ディスプレイを量産す

る技術が確立されておらず、有機ＥＬディスプレイ普及のためには製造プロセス技術の整備が必

要である。本プロジェクトでは、大型有機ＥＬディスプレイを製造するために必要な基盤技術の

研究開発に取り組むと同時に、ディスプレイの低消費電力化を実現する。 

プロジェクトの最終目標は、下記のように設定した。 

 

＜最終目標（平成２４年度）＞ 

研究開発で得られる成果をもとに、フルＨＤ４０型以上の大型有機ＥＬディスプレイの消費電

力が４０Ｗ以下となることを具体的・定量的な見積もりを行うことによって示す。また、開発し

た各基盤技術がＧ６サイズ（1500mm×1850mm）以上の基板に対して適用可能であることを客観的

な技術データをもって示す。生産性についても、実用化を見据え、定量的な見通しを示す。 

 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、項目ごとの研究開発計画に基づき

研究開発を実施する。（図Ⅱ-1-1） 

 

研究開発項目①「低損傷大面積電極形成技術の開発」 

有機膜に損傷を与えずに、大面積にわたって均質な電極を形成する技術および製造プロセ

ス技術を開発する。 

 

研究開発項目②「大面積透明封止技術の開発」 

有機膜や電極に損傷を与えずに、大面積にわたって均質な封止膜を形成する技術および製

造プロセス技術を開発する。 

 

研究開発項目③「大面積有機製膜技術の開発」 

大面積にわたって均質な有機膜を形成する技術および製造プロセス技術を開発する。 

 

研究開発項目④「大型ディスプレイ製造に向けた検証」 

研究開発項目①～③の研究開発成果をもとに、有機ＥＬディスプレイの大型パネル製造技

術および低電力化技術の効果を検証する。 
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図Ⅱ-1-1 有機ＥＬディスプレイにおける研究開発項目の位置付け 



Ⅱ－3 
事業原簿 公開版 

１．２ テーマ選定の理由 

本プロジェクトでは、次世代の大型有機ＥＬディスプレイを製造する基盤技術を開発すること

を目的としている。プロジェクト成果の具体的な応用先としては、大型テレビを想定して設定し

た。一般に市販のテレビは、顧客が望むサイズを選択できるように３０型クラス、４０型クラス、

５０型クラスなどを揃えて、一連のサイズ・シリーズとしている。従って、仮にある特定のサイ

ズを販促の主流としても、他のサイズも供給可能なように準備する、というのがテレビ市場の姿

である。現状大型テレビでは、日本国内でも４０型以上が主流となっているため、このサイズで

の有機ＥＬディスプレイを世の中に普及させることを目的とする。４０型のディスプレイパネル

を量産するためには、最低でもＧ６サイズ基板以上であることが求められていることから、Ｇ６

サイズの有機ＥＬパネルの製造に適用できる技術を開発することを目標とした。しかし、上述の

理由から、たとえばＧ８、Ｇ１０サイズ基板にも展開可能な技術であることが必要である。 

現時点では、このサイズの有機ＥＬパネルを量産する製造技術が確立されていないことから、

有機ＥＬディスプレイ製造技術に関する抜本的な見直しと取り組みが必要である。本事業全体の

目標を達成するために、「①低損傷大面積電極形成技術の開発」、「②大面積透明封止技術の開

発」、「③大面積有機製膜技術の開発」、「④大型ディスプレイ製造に向けた検証」を研究開発

項目として選定した。これらは共通で利用できる基盤技術であり、各社が独自性を競う技術領域

ではない基盤技術開発に主眼を置くプロジェクトとすることで、競合企業が相互協力しやすい体

制とした。このように、有機ＥＬディスプレイが全世界に大きく広がっていくため、日本の産学

官が一体となってすすめる本事業テーマの選定は妥当であり、かつ重要である。上記のテーマは、

ＮＥＤＯが推進するプロジェクトとしても相応しい技術分野であるといえる。 

なお、有機ＥＬディスプレイを市場に出していくためには、プロジェクトの範囲外となる競争

領域の技術分野の研究開発も必要となるが、この分野については企業に委ねることにした。これ

らは、バックプレーン技術、発光材料・素子技術、高効率光取り出し技術などである。図Ⅱ-1-1-2-1

に大型有機ＥＬディスプレイ実現のための技術要素を示す。プロジェクト終了時までに各企業で

研究開発が進められ、プロジェクト終了後に本プロジェクト成果と各社の差別化技術を組み込ん

だ商品を開発し、市場へ投入される予定である。 
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発光材料・素子
◆高発光効率化
◆低電圧化
◆長寿命化
◆高色純度化
◆デバイス構造

光取り出し
◆下面反射・散乱高効率化

◆封止膜・反射防止膜光高
透過率化

透明封止技術
◆薄膜封止
◆フィルム封止
◆大型化

バックプレーン
◆TFT材料
◆大型化
◆安定駆動化（補償）
◆低消費電力化

マスクレスEL製膜
◆膜厚均一性
◆高精度パターン形成
◆発光効率劣化抑制
◆大型化

電極製造プロセス
◆低損傷電極作成技術
◆単純プロセス化
◆高スループット化
◆歩留まり向上

競争技術 競争技術

競争技術

研究開発項目２

研究開発項目３

研究開発項目１

蒸着EL製膜
◆材料利用高効率化
◆大面積化
◆膜厚均一性

研究開発項目３

2010年代後半に40型フルHD（～40W）の有機ELディスプレイ量産開始を目指した技術開発を推進する。

 

図Ⅱ-1-1-2-1 大型有機ＥＬディスプレイ実現のための技術要素 
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２．事業の計画内容   

２．１ 研究開発の内容 

本事業では、次世代大型有機ＥＬディスプレイを実現するための基盤技術の開発として、次

の４つの研究開発項目に取り組み、最終目標を達成する。 

 

研究開発項目①「低損傷大面積電極形成技術の開発」 

研究開発項目②「大面積透明封止技術の開発」 

研究開発項目③「大面積有機製膜技術の開発」 

研究開発項目④「大型ディスプレイ製造に向けた検証」 

 

図Ⅱ-2-1-1 に事業開始時（平成２０年度時点）の開発計画線表を示す。平成２０年度～平

成２２年度に基礎・要素技術を確立し、平成２３～平成２４年度に確立した基礎・要素技術を

基に実用化技術の確立を目指す。また、各年度毎に基本方針を設定した。中間目標に至るまで

の前半について、平成２０年度は成膜技術基盤確立、平成２１年度はＥＬ素子性能向上、平成

２２年度は大型化要点検討とし、要素技術の手段、方向性を確立することに重点をおいた。後

半は、平成２３年度は大型装置開発、平成２４年度は技術検証とし、各工程のトータル整合化

を満足した大型基板対応のプロセス技術を確立するという最終目標を達成する。 

成膜技術基盤確立 EL素子性能向上 大型化要素検討 大型装置開発 技術検証

中間目標 最終目標

各製造要素技術の高度化 各工程のトータル整合化

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

①低損傷大面積電極
形成技術の開発

②大面積透明封止技術
の開発

シミュレーション技術の開発 技術整合性検討

③大面積有機製膜技術
の開発

④大型ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ製造
に向けた検証

全体検証

年度基本方針

大面積化の検証塗布系有機成膜技術の開発

大面積成膜技術の開発有機封止膜材料の開発

大面積適用性検証無機封止成膜技術の開発

蒸着系有機成膜技術の開発

EL性能検証 大面積成膜の検討カソード技術開発

研究開発項目

大面積成膜の検討

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

 

図Ⅱ-2-1-1 開発計画線表（事業開始時） 
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２．２ 研究開発項目ごとの目標と計画内容  

 ４つの研究開発項目の取り組み内容と目標は、以下のように設定した。 

 

2.2.1 研究開発項目①「低損傷大面積電極形成技術の開発」 

＜目的・意義＞ 

 有機ＥＬディスプレイは、無機・金属材料に比べて物理的・機械的な損傷を受けやすい有機材

料で構成されている｡そのため、既存の汎用電極形成方法を適用した場合には、有機膜は製造工程

中に損傷を受け、結果として、有機ＥＬディスプレイに期待されている高効率発光や長寿命が損

なわれる。現在実用化されている小型ディスプレイの製造においては、その問題を回避するため

に、画素上部の電極を比較的薄く形成する方法などで対処している。しかしながら、それらの対

処法は、４０型以上の大画面ディスプレイには適用できない技術である｡例えば、電極膜厚を薄く

する工夫はシート抵抗の増大につながり、大型化にあたっては電圧降下の問題が深刻な問題とし

て顕在化し、画面全体の発光輝度に不均一化を招くなど、ディスプレイとしての基本的な動作要

件が達成できなくなる｡従って、大型ディスプレイ製造にあたっては、大面積にわたって電極原料

粒子が均一に飛散し、かつ、素子に損傷を与えない程度に低エネルギー化を実現する新規な製造

プロセス技術を確立し、大面積に低損傷で、かつ、均質性高く電極を形成しなければならない。

さらに、低電力動作につながる高効率光取り出しのためには、電極抵抗の低減のみならず、十分

な可視光透過性を担保する材料・製造技術の開発が必要である。 

 本プロジェクトでは、対角４０インチ以上の大面積製膜に対して適応可能で、隣接する有機膜

に損傷を与えずに電極を形成するために必要な技術開発に取り組む。具体的には、可視光損失率

およびシート抵抗値の低い電極を大面積で均質に低損傷形成するための材料技術・製造プロセス

技術の開発を行う。また、電極形成時における有機膜の損傷に伴う発光効率低下と素子寿命劣化

の要因を明らかにして、製造プロセス技術、ならびに、素子特性の向上に役立てる。 

 

＜中間目標（平成２２年度）＞ 

下記の検討を実施し、最終目標達成に向けた手段・方向性を確立する。 

・ 対角１０インチ以上にわたって電極原料粒子を均一に飛散させ、かつ、基板に原料粒子

が到達する際には、隣接する有機膜に損傷を与えないよう十分に粒子の熱・運動エネル

ギーを下げる方法を見出す。 

・ 電極の可視光損失率およびシート抵抗値を低減させるための材料・構造について検討し、

その候補を絞り込むと共に、上述の製造プロセス技術が適用可能であることを示す｡ 

 

＜最終目標（平成２４年度）＞ 

下記の条件を満たす低損傷大面積電極の製造プロセス技術を確立する。なお、４０インチ以上

の製造に適用可能であるというスケーラビリティを客観性のある技術的データをもって示す。ま

た、生産性が見込める技術であることを定量的に示す。 

・ 形成した電極の可視光損失率（波長範囲：400－700nm）が基板面内において１０％以下
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となること。 

・ 形成した電極のシート抵抗値が基板面内において、３Ω/□以下、また、面内ばらつきが

±３％以内となること。 

・ 上記性能を示す電極を用いた有機ＥＬ素子の発光特性が、小型ディスプレイに適用され

ている技術を用いて作製した有機ＥＬ素子の発光効率と比較して９０％以上となること。 

 

＜目標設定理由＞ 

 消費電力を低減するために、電極部分の可視光損失率およびシート抵抗を目標パラメータとし

て設定した。それぞれの最終目標は、可視光損失率１０％以下で、かつシート抵抗３Ω／□以下

とした。ここで、電極膜厚の面内ばらつきは±３％以下という値を目標としたが、これは通常の

成膜装置の実力値が膜厚ばらつき±３％であることが多いことから設定した。 

また、電極の成膜時に発生する有機ＥＬデバイスへのダメージにより有機ＥＬデバイス性能が

低下することが考えられるので、すでに実用化されている小型有機ＥＬディスプレイ技術と同等

レベルの技術を実現するための指標として、小型有機ＥＬ素子の発光効率と比較しても９０％以

上の発光効率を確保することを条件に加えた。 

 中間目標（３年目）は、プロジェクト開始時点で市販されていた有機ＥＬテレビが対角１１イ

ンチであるため、対角１０インチ以上での実現検討を行うことを目標とした。そして、このサイ

ズをベースに、最終的にはＧ６サイズに適用可能な技術の候補を絞り込むこととした。 

 

＜研究開発内容および開発線表＞ 

 開発内容の詳細については、非公開とする。 

（非公開事業原簿を参照） 
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2.2.2 研究開発項目②「大面積透明封止技術の開発」 

＜目的・意義＞ 

 有機ＥＬディスプイレイを構成する有機材料、電極などは、酸素や水による劣化を受けやすい

ため、素子の封止技術は長寿命化にあたって極めて重要な技術要素である。現在、酸素や水に対

するバリア性に加え、透明性、薄型加工の可能性、表面平滑性、高光取り出し効率などの全てに

わたって高い次元で充足する封止材料、ならびに、大面積化対応の製造プロセス技術は存在しな

いため、用途に合わせて適宜材料とそれに適合する製造プロセス技術が選択されている。しかし

ながら、４０型以上の大型ディスプレイの実現にあたっては、それらの特性を網羅的に、かつ、

高いレベルで満足する新規材料技術開発、ならびに、新規製造プロセス技術開発が不可欠である。

したがって、酸素や水に対する高いバリア性と可視光に対する高い透明性を有し、かつ、大面積

の画素上に高均質・低損傷で形成できる封止技術の開発に取り組む。 

 本プロジェクトでは、対角４０インチ以上の大面積製膜に対して適応可能で、有機膜や電極に

損傷を与えずに封止膜を形成するための技術開発に取り組む。具体的には、可視光損失率が低く、

かつ、有機膜の発光特性の経時安定性を保つための高いバリア性を有する封止膜の材料技術・プ

ロセス技術の開発を行う。また、封止膜の透明性、平滑性、屈折率等と光取り出し効率との関係

を明確にし、それを踏まえた光取り出し設計手法を確立する。 

 

＜中間目標（平成２２年度）＞ 

下記の検討を実施し、最終目標達成に向けた手段・方向性を確立する。 

・ 有機膜や電極に損傷を与えることなく、対角１０インチ以上にわたって封止膜を均質に

製膜する方法を見出し、４０型以上の大型ディスプレイ製造にも適用を可能とするため

の具体的な見通しを立てる。 

・ 高バリア性・高透明性を両立しうる材料について探索を行い、候補を絞り込むと共に、

上述の製造プロセス技術が当該材料に対して適用可能であることを示す｡  

・ 上記に用いる材料に関して、封止膜の透明性、平滑性、屈折率等と光取り出し効率との

関係を明らかにする。 

 

＜最終目標（平成２４年度）＞ 

下記の条件を満たす大面積透明封止膜の製造プロセス技術を確立する。なお、４０型以上の製

造に適用可能であるというスケーラビリティを客観性のある技術的データをもって示す。また、

生産性が見込める技術であることを定量的に示す。 

・ 封止膜の可視光損失率(波長範囲：400－700nm）を基板面内において１０％以下、また、

面内ばらつきを±３％以内にすること。 

・ 封止膜のバリア性の経時安定性については、加速試験などの適切な評価方法を考案・検

証の上、常温・常圧環境下において、有機ＥＬ素子にダークスポットや発光領域減少等

を生じさせないことが５万時間以上見込まれること。 

・ 上記性能を示す封止膜を用いた有機ＥＬ素子の素子作製直後における発光特性が、小型
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ディスプレイに適用されている技術を用いて作製された有機ＥＬ素子の発光効率と比較

して９０％以上となること。 

 

＜目標設定理由＞  

フルＨＤで４０型の有機ＥＬディスプレイにおいて、４０Ｗの消費電力を達成するために封止

膜に要求される性能は、高バリア性・高透明性(可視光損失率)である。前者の高バリア性確保は、

長寿命化において重要であるため、水による有機ＥＬ層の劣化がダークスポットや発光領域減少

という事象を生じる事に着目し、それらが発生しない時間の目標として、通常ディスプレイに要

求されている５万時間以上とおいた。一方、後者の高透明性については、消費電力に影響する物

理量である。現状の技術では青色側の吸収が大きく２５％程度であり、これを１０％にまで減ら

すと透過率１５％のアップで消費電力６％ダウンが見込めることになるので、最終目標として可

視光損失率１０％以下を実現することとした。面内バラツキについては、通常の成膜装置の膜厚

バラツキで許容されている実力値は±３％であり、この数値以下にばらつきを抑えることを目標

とした。また、すでに実用化されている小型有機ＥＬディスプレイ技術と同等レベルの技術を実

現するため、小型有機ＥＬ素子の発光効率と比較して、９０％以上の発光効率を確保することも

目標値に加えた。 

 中間目標は、上記目標を達成するための封止構造、封止材料、製造プロセスの基礎検討を行い、

その候補を絞り込むこととした。 

 

 

＜研究開発内容および開発線表＞ 

 開発内容の詳細については、非公開とする。 

（非公開事業原簿を参照） 
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2.2.3 研究開発項目③「大面積有機製膜技術の開発」 

＜目的・意義＞ 

 有機ＥＬディスプレイにおいて、画素を構成する有機膜の製造プロセス技術は、ディスプレイ

性能を左右する重要な技術要素である。特に、高画質、かつ、省電力性を兼ね備えた実用的ディ

スプレイを得るためには、画素性能が全面にわたって均質であることが極めて重要な条件となっ

ている。このため、現状の有機ＥＬディスプレイの作製には、高発光効率材料に対してパターニ

ングされた均質な有機膜が比較的得やすいマスク蒸着技術が用いられている。 

 しかし、現状のマスク蒸着技術を大型ディスプレイ製造に適用しようとする場合、マスクの自

重によるたわみが発生するなどの位置精度、再現性、膜厚均一性に関わる深刻な問題が発生して

しまうため、量産技術としての活用はできない。したがって、大型有機ＥＬディスプレイを製造

可能にするためには、高い発光効率を示す有機ＥＬ素子用材料に対して、大面積であっても高精

細なパターニングの可能性を有し、さらに、画素内および画素間にわたる高度な均質性が得られ

る有機膜の製造プロセス技術の開発が不可欠となっている。 

このためのアプローチとしては大きく分けて、現在主流の蒸着法等のドライプロセスと今後技

術進展が期待されるウェットプロセスとがある。 

ドライプロセスにおいては、Ｇ６以上の大面積基板に、均一かつ良質な有機膜を生産性良く作

製することが求められる。このため、本プロジェクトでは、大面積基板対応の点で有利な面蒸着

源を用いた蒸着法など、新たな蒸着方法を開発する。作製する有機膜形成法は、 

①フルカラー有機ＥＬディスプレイ作製において、ＲＧＢ各画素毎に塗り分けない共通有機層（電

荷注入層、電荷輸送層、電荷ブロッキング層など）を形成する場合（ＲＧＢ発光層をウエットプ

ロセスで塗り分ける有機ＥＬデバイスへの適用可能性あり） 

②フルカラー有機ＥＬディスプレイ作製において、ＲＧＢ発光層などを塗り分けるための追加的

技術（レーザー転写など）を用いる場合に、発光層などをその追加的技術（レーザー転写など）

のために全面形成する場合 

③「白色＋ＣＦ」方式、「青色＋色変換膜」方式などによってフルカラー有機ＥＬディスプレイ作

製する場合の白色または青色発光層形成する場合 

などに用いるためのものである。 

また、本プロジェクトでは、ウエットプロセスで生産性良く製造できる候補技術として、有版

パターニング転写技術を開発する。この技術はそれ自身パターニング技術を包含しており、フル

カラー有機ＥＬディスプレイ作製におけるＲＧＢパターンニング工程に適用するためのものであ

る。 

 以上のように、本プロジェクトでは、対角４０インチ以上の大面積製膜に対して適応可能で、

高い均質性と位置精度をもって有機膜を形成するために有効と考えられる種々の製膜技術（例え

ば、溶液プロセス・印刷製法・真空プロセスなど）について検討を行い、製造プロセス技術を開

発する。また、有機膜の形成過程における制御要因を解明し、有機膜を大面積、かつ、均質に製

膜する製造プロセス技術の確立に役立てる。 
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＜中間目標（平成２２年度）＞ 

下記の検討を実施し、最終目標達成に向けた手段・方向性を確立する。 

・ 溶液プロセス・印刷製法・真空プロセスなどの有機製膜法について検討を行うことによ

って候補を絞り込み、最終目標に向けた取り組みの方向性を明確化する。 

・ 上述の有機製膜法に対応するパターン化技術について検討を行うことによって候補を絞

り込み、最終目標に向けた取り組みの方向性を明確化する。 

 

＜最終目標（平成２４年度）＞ 

下記の条件を満たす大面積有機膜の製造プロセス技術を確立する。なお、４０インチ以上の製

造に適用可能であるというスケーラビリティを客観性のある技術的データをもって示す。また、

生産性が見込める技術であることを定量的に示す。 

・ 有機膜の膜厚ばらつきを基板面内、および、各画素内において±３％以内にすること。 

・ 上記性能を示す有機製膜技術に対して適切なパターン化プロセスが追加的に適用可能で

ある、もしくは、開発する有機製膜技術それ自体がパターン化プロセスを内包すること。 

・ 上記パターン化プロセスは、サブピクセル幅が 150μm 以下、また、その位置精度がサブ

ピクセル幅の±１０％以内を達成すること。 

・ 上記性能を示す有機膜を用いた有機ＥＬ素子の発光効率が、小型ディスプレイの作製に

おいて達成される素子性能と比較して９０％以上となること。 

 

＜目標設定理由＞ 

 有機層は、何層か積み重ねて構成されることから、発光輝度の均一性を確保するためにも膜厚

ばらつきを抑えることが重要である。そのため、発光輝度の均一性確保、画面のムラ防止のため

の目標として、面内ばらつき±３％以下という値を目標とした。 

開発する成膜技術がパタンニング技術を内包する場合には、パターン化精度が重要となる。パ

ターン化精度については、フルＨＤ４０インチでは、1サブピクセルあたりの横幅は 150μm 程度

になるため、この条件での塗り分け精度としてサブピクセル幅±１０％以内を目標にした。 

また、研究開発項目①～②と同様に、すでに実用化されている小型有機ＥＬディスプレイ技術

と同等レベルの技術を実現するため、小型有機ＥＬ素子の発光効率と比較して、９０％以上の発

光効率を確保することも条件に加えた。 

 中間目標は、上記目標を達成するための有機ＥＬ素子構造、材料、製造プロセスの基礎検討を

行い、その候補を絞り込むこととした。 

 

＜研究開発内容および開発線表＞ 

 開発内容の詳細については、非公開とする。 

（非公開事業原簿を参照） 
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2.2.4 研究開発項目④「大型ディスプレイ製造に向けた検証」 

＜目的・意義＞ 

 低消費電力かつ高生産性を併せ持つ大型有機ＥＬディスプレイの実現のためには、①低損傷大

面積電極形成技術の開発、②大面積透明封止技術の開発、③大面積有機製膜技術の開発、におい

て確立される個別の技術水準の高さが求められることは言うまでもない｡しかし、それだけではデ

ィスプレイの製造に至らない｡上記の各製造プロセス技術は、他の要素技術・周辺技術との技術的

接続性、統合性にも十分留意されつつ開発される必要がある｡また、プロジェクト内外の技術の開

発レベルやそれらの開発時期についてもバランス良く展開されることが重要となる｡このように、

本プロジェクトで開発される各製造プロセス技術は、大型ディスプレイ製造に向けた重要な共通

基盤技術であることを常に念頭に置きながら開発されることが必要であり、将来の大型有機ＥＬ

ディスプレイの製造に際していかなる効果をもたらすかについて十分な考察が進められなければ

ならない｡また、特に本プロジェクトの成果として、将来の大型有機ＥＬディスプレイにおいて大

幅な省エネルギー性と高生産性がもたらされることが求められている。 

このため、大型有機ＥＬディスプレイ製造のための基礎検証を本プロジェクトの主要なテーマと

して位置づけ、個別要素技術の組み上げによる実用化・量産化に向けた課題の検討を行うことが

必要となっている。 

 本プロジェクトでは、研究開発項目①～③の開発項目の成果をもとに、低消費電力の大型有機

ＥＬディスプレイを実現すると共に、Ｇ６サイズ（1500mm×1850mm）以上の基板に対して適用可

能であることの検証を行う。 

 

＜中間目標（平成２２年度）＞ 

 低損傷大面積電極形成技術、大面積透明封止技術、大面積有機製膜技術の開発に関する中間段

階での成果を総合的に判断し、大型ディスプレイの省電力化に関わる最終目標達成に向けた研究

開発の手段と方向性を具体的に提示する。また、開発した基盤技術がＧ６サイズ（1500mm×1850mm）

以上の基板に対して当該技術が適用可能であることを示すための検証方法を具体化する。さらに、

実用化を見据え、生産性に関する最終目標を定量的に設定する。 

 

＜最終目標（平成２４年度）＞ 

平成２４年度までに、本プロジェクトにて開発される低損傷大面積電極形成技術、大面積透明

封止技術、大面積有機製膜技術の成果に加え、大型ディスプレイ製造にあたり必要となる本プロ

ジェクト開発項目以外の要素技術・周辺技術などを結びつけることによって大型ディスプレイ製

造を想定し、具体的・定量的な見積もりを行うことによって、フルＨＤ４０型有機ＥＬディスプ

レイの消費電力が４０Ｗ以下となることを示す。また、開発した各基盤技術がＧ６サイズ（1500mm

×1850mm）以上の基板に対して適用可能であることを客観的な技術データをもって示す。生産性

については、中間段階で設定した最終目標を達成する。 

 

＜目標設定理由＞ 
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 低消費電力の大型有機ＥＬディスプレイを実現するためには、研究開発項目①～③およびプロ

ジェクト以外の技術を踏まえて、定量的な見積を行う必要がある。目標は、本プロジェクト成果

の応用先である大型有機ＥＬテレビを想定して設定した。大型テレビを想定した場合、普及サイ

ズであるフルＨＤ４０型以上を製造する必要がある。このサイズのテレビを量産する場合には、

最低でもＧ６サイズ基板での製造が必要不可欠であり、Ｇ６サイズに適用可能な技術を開発する

ことを目標とした。 

また消費電力の目標設定にあたっては、２０１０年代後半の液晶ディスプレイに対して充分優

位性を持つレベルとすることを基準にした。平成２０年時点の４０型の液晶テレビの消費電力は

１５０～２００Ｗであり、２０１０年代後半の実用化を想定すると、４０インチで４０Ｗ以下（１

インチ１Ｗ以下）という目標がきわめて有効な数値であるといえる。 

 

＜研究開発内容および開発線表＞ 

 開発内容の詳細については、非公開とする。 

（非公開事業原簿を参照） 
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２．３ 研究開発の実施体制   

2.3.1 実施体制 

本プロジェクトの研究開発体制を図Ⅱ-2-3-1 に示す。研究開発を行うため、ＮＥＤＯは、

占部哲夫（ソニー株式会社）をプロジェクトリーダー（ＰＬ）、茨木伸樹（独立行政法人産業

技術総合研究所）をプロジェクトリーダー代行（ＰＬ代行）に指名し、研究開発を推進する。 

 

本事業の委託先は、ソニー株式会社、東芝モバイルディスプレイ株式会社、シャープ株式会

社、住友化学株式会社、出光興産株式会社、独立行政法人産業技術総合研究所、長州産業株式

会社、ＪＳＲ株式会社、株式会社島津製作所、大日本スクリーン製造株式会社、日立造船株式

会社であり、高い技術力と事業化能力をもった機関から優秀な技術者を集めて研究開発を行っ

ている。また、基礎的な要素技術の研究開発については、４つの大学（北陸先端科学技術大学

院大学、金沢工業大学、九州大学、富山大学）との共同実施によって行う。 

 

本事業では、各社が保有する研究開発資産やノウハウを有効利用するために、実験等は個々

の開発現場で行っている。また、参画機関の代表が集まって研究開発の方向性を確認する運営

委員会・技術委員会等を設置することで、研究開発の連携をとれる体制とした（委員会等の役

割については 2.4 章で述べる）。研究開発項目ごとにテーマリーダーも選出しており、課題の

共有化など参画企業間の運営管理をしやすくした。 
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図Ⅱ-2-3-1 実施体制図 

研究開発責任者 

 

研究開発項目の数字は以下のとおり 

① 低損傷大面積電極形成技術の開発 

② 大面積透明封止技術の開発 

③ 大面積有機製膜技術の開発 

④ 大型ディスプレイ製造に向けた検証

指示・協議 

ＮＥＤＯ技術開発機構 

運営委員会 

（委託先メンバーで構成） 
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国立大学法人 九州大学 

研究開発項目：③ 

学校法人  金沢工業大学 

研究開発項目：② 

国立大学法人 富山大学 

研究開発項目：③ 

国立大学法人  北陸先端科学技術大学院大学 

研究開発項目：① 
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パネルメーカーは、主にディスプレイとして利用する立場から開発に加わる。装置メーカー

は、有機ＥＬディスプレイを製造するための装置を開発する。材料メーカーは、有機ＥＬ材料

を最大限に活かした利用法を装置メーカーとともに開発する。独立行政法人産業技術総合研究

所および大学は、ディスプレイの基礎的な要素技術開発や有機ＥＬ素子の評価手法を保有して

おり、それらの知見を開発に活かしている。このような体制にすることによって、有機ＥＬデ

ィスプレイの実用化を見据えた研究開発を実現することができ、成果を早期に製品化すること

が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．４ 研究開発の運営管理  

 本プロジェクトは、多くの機関が参画して研究開発を行うため、各種委員会を設置してプロ

ジェクトの運営管理をする体制とした（図Ⅱ-2-4-1）。 

 

(1)運営委員会 

参画機関の代表者により構成される運営委員会は、全体を俯瞰した事業全体の運営方針等の

決定を執り行う。事業に係る技術開発の方針決定、知財戦略、予算計画の審議、などを討議し、

プロジェクトを成功に導くための方向性の決定を行う。 

委員長： 占部  哲夫 ＰＬ 

参加者： 運営委員（各社より１名選出） 

開催回数： １回/半期 

 

(2)技術委員会 

参画各社および大学の技術委員より構成された技術委員会を設置し、その中で事業における

技術進捗状況、技術企画、方向付けを討議・決定する。また、情報の管理等を行うことで、開

 
パネルメーカー 

公的機関・大学 材料メーカー 

NEDO 
大型有機ＥＬディスプレイの実現 

装置メーカー 

委託 

図Ⅱ-2-3-2 参画企業の関係 



Ⅱ－17 
事業原簿 公開版 

発技術の流出阻止および保護を図る。さらに定期的に全体技術委員会を開催することで、事業

全体の進捗状況および技術課題についての議論を行う。 

委員長： 茨木 伸樹 ＰＬ代行 

参加者： 技術委員（各社および各大学より１名） 

開催回数： １回/四半期（３月,６月,９月,１２月） 

 

(3)知財委員会 

 知財取り扱いの基本ルールを決定。本事業での開発技術の知財出願届けの受理・管理を行う。 

  委員長： 幹事長兼務 

  参加者： 知財委員 

  開催回数： 適宜開催 

 

(4)幹事会 

 本事業の全体の事務的取りまとめを行う役割を担う。また、ＮＥＤＯとの各種事務的連絡を

取ることで、ＮＥＤＯとの事務的連携を強化する役割を果たす。 

  委員長： 幹事長（年度ごとに各社持ち回り） 

  参加者： 幹事委員（各社より１名） 

  開催回数： 適宜開催 

 

(5)定例技術ミーティング 

 本プロジェクトでは、集中研究所を設置していないため、研究開発を実施するためには、各

研究開発項目ごとのに技術進捗を確認するとともに、課題の共有化、計画の見直し等を行う必

要がある。 

  委員長： 技術委員長 

  参加者： 技術委員および登録研究員 

  開催数： １回/月-第４水曜日（技術委員会開催月を除く） 

       個別課題会議は適宜開催 

 

(6)NEDO 定例ヒアリング 

ＮＥＤＯは、定例ヒアリング等によって研究開発の進捗状況を把握し、社会的状況、内外の

研究開発動向等を総合的に勘案して、達成目標、研究開発体制等の見直しを行う。 

  主催： ＮＥＤＯ電子・材料・ナノテクノロジー部 

  参加者： ＮＥＤＯ推進部、プロジェクト実施者、経済産業省 

  開催数： ２回／年 
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図Ⅱ-2-4-1 プロジェクトの運営管理体制 

 

研究開発責任者 

  PL   占部 哲夫 
  PL 代行 茨木 伸樹 

ＮＥＤＯ技術開発機構 

電子・情報技術開発部 

運営委員会 

技術委員会 
（全体会議） 

幹事会 

知財委員会 

技術ミーティング ① 
（低損傷大面積電極形成技術の開発） 

技術ミーティング ② 
（大面積透明封止技術の開発） 

技術ミーティング ③ 
（大面積有機成膜技術の開発） 

技術ミーティング ④ 
（大型ディスプレイ製造に向けた検証）

定例ヒアリング 

 

 

委託先 

 ソニー㈱：①②③④ 

 東芝モバイルディスプレイ㈱ 

     ：①②③④ 

 シャープ㈱：①②③④ 

 住友化学㈱：①②③④ 

 出光興産㈱：①②③④ 

 (独)産業技術総合研究所 

  ：①②③④ 

 長州産業㈱：①④ 

 ＪＳＲ㈱：②④ 

 ㈱島津製作所：②④ 

 大日本スクリーン製造㈱：③④ 

 日立造船㈱：③④ 

 

 

 

①②③④：担当する研究開発項目 

共同実施先 

 北陸先端科学技術大学院大学 

 金沢工業大学 

 九州大学 

 富山大学 
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２．５ 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメント 

本プロジェクトは、大型有機ＥＬディスプレイを実現するために必要な共通基盤技術の研究開発

を行っており、参画企業としてはパネルメーカー、装置メーカー、材料メーカーがそれぞれ複数

参加している。これら立場の異なる各企業間で、技術的な課題や進捗を共有化し、さまざまな視

点から技術的なディスカッションを重ねることで、プロジェクト成果の実用化に向け、より効率

的な進捗が可能になるものと期待される。 

また本プロジェクトで取り扱う各課題は、大型有機ＥＬディスプレイの実用化のために基幹とな

る基本的で重要なものであるが、実際の製品化に際しては、これらに加えていくつかの要素技術

が必要である。これはバックプレーン技術や発光材料・素子技術、光取り出し技術などであるが、

これらについては各企業の保有技術や開発技術に委ねることにした。これにより参加企業間の競

合効果ないしは差別化努力が促進され、特徴のある製品群が、より短時間で製品化されることが

期待される。 

 

 

３．情勢変化への対応 

本プロジェクトは、平成２０年度から５年間の事業として開始した。プロジェクト開始以降、

競合各国から大型有機ＥＬディスプレイの展示や発表が相次いだ。 

特に韓国勢からは、平成２０年１０月には４０型フルハイビジョンディスプレイの展示が行

われ、さらに平成２２年５月には、Ｇ５.５サイズ（1300mm×1500mm）の投資計画を発表、６

月に着工している（平成２３年量産開始予定）。 

これら海外勢の積極的な動きを踏まえて、Ｇ６サイズ以上の基板に対応可能な大型有機ディ

スプレイ技術の実現という、本プロジェクトの加速が必要不可欠であると考え、平成２１年度

には資金の前倒しと追加投資の投入を実施している。 

 

 

４．中間評価結果への対応 

平成２２年度に行われる中間評価結果を踏まえて、必要に応じプロジェクトの加速・縮小・

中止等見直しを迅速に行う。 

 

 

５．評価に関する事項 

ＮＥＤＯ技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果

の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評

価を平成２２年度、事後評価を平成２５年度に実施する。 
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Ⅲ．研究開発成果について  

 

１．事業全体の成果 

平成２０年度に開始した本プロジェクトは、大型有機ＥＬディスプレイの低消費電力化および

大型基板製造に向けた基盤技術を確立するため、４つの研究開発項目に取り組んだ。その結果、

いずれの研究開発項目も目標以上、あるいは計画通りの成果を上げることが出来た。その成果を

元に、平成２２年度以降も計画通りに推進できる見込みであり、 終目標を達成できる目途が立

ったと判断する。 

 

２．研究開発項目毎の成果 

２.１ 研究開発項目①「低損傷大面積電極形成技術の開発」 

2.1.1 これまでの成果 

本研究開発項目では、有機ＥＬディスプレイ用電極の低損傷大面積製造技術に関して検討し、

下記の成果が得られた。 

 

透明電極を成膜する場合、通常は低抵抗化するために加温することが必要であるが、有機薄膜

上に成膜するトップエミッション構造では、加温は損傷化につながるため適切ではない。本検討

においては、透明電極を常温で成膜した場合、インジウム錫酸化物およびインジウム亜鉛酸化物

のいずれの場合においても、通常の加温下で成膜した場合の抵抗率の４倍以内に抑えられること

を明らかにした。さらに、低抵抗の電極を得るための手法検討により可視光損失率１０％以下で

も電極膜シート抵抗が 終目標値に到達できる見込みを明らかにした。 

 

大面積成膜技術検討として対角１０インチ以上にわたる均一な成膜を低損傷で行うため□

300mm 基板対応装置の設計・作製を行い、大型成膜での膜厚均一性確保の目処が立った。同時に、

ターゲット材料利用効率も２.４倍程度の向上がみられ、ターゲットの長寿命化にも目処が立った。 

 

低損傷電極を実現するために、有機ＥＬデバイス特性の測定およびダメージ評価が可能なデバ

イスの設計を行った。 

作成したデバイスの初期特性評価および寿命評価を行い、通常作成しているデバイス性能と遜

色がないことを確認した。本標準セルを用いた電極形成によるダメージの有無を評価する手法の

概要を決めた。また、透明電極を有機膜上に成膜する場合、成膜時に発生する電子・荷電粒子・

中性粒子などにより有機層への損傷が発生する。この損傷の程度を評価する手法として光学的手

法と電気的手法とを検討し、損傷の有無を評価することに有効であることを示した。 
 

2.1.2 中間目標の達成度 

 以上の内容を中間目標に対する達成度として、表Ⅲ-2.1.2-1 にまとめる。すべて、中間目標を

超える予定であり、 終目標の達成に向けて順調に進んでいる。 
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表Ⅲ-2.1.2-1 研究開発項目①「低損傷大面積電極形成技術の開発」の成果まとめ 

（◎：大幅達成（特筆すべき成果有り）、○：達成、△：一部未達、×：未達) 
中間目標（平成２２年度） 研究開発成果 達成度 

下記の検討を実施し、 終目標達成に向けた

手段・方向性を確立する。 

 

①対角１０インチ以上にわたって電極原料

粒子を均一に飛散させ、かつ、基板に原料粒

子が到達する際には、隣接する有機膜に損傷

を与えないよう十分に粒子の熱・運動エネル

ギーを下げる方法を見出す。、 

 

②電極の可視光損失率およびシート抵抗値

を低減させるための材料・構造について検討

し、その候補を絞り込むと共に、上述の製造

プロセス技術が適用可能であることを示す｡ 

下記①および②の成果により、 終目標達成に向

けた手段と方向性を見出した。 

 

□300mm 基板により成膜の均一性が得られ、大型

化の目処がたった。また、損傷の程度を評価する

手法として、光学的手法および電気的手法を導入

した。 

 

 

可視光損失率およびシート抵抗値に関しては

終目標値まで到達し得る材料・構造の候補を見出

した。 

 

 

 

△ 

（年度末 

達成見込）

 

 

 

○ 

 

 

 

2.1.3 成果の意義 

 大型有機ＥＬディスプレイの低消費電力化実現には、上部透明電極が低シート抵抗で、かつ低

可視光損失率であることが必須である。本プロジェクトでは、有機ＥＬデバイスに適用可能な低

成膜温度で、かつデバイスへのダメージが大きくならない手法により電極膜性能としては 終目

標値が得られている。また、膜厚バラツキが良好となる手法を開発しガラス基板の大型化への対

応が可能であることも確認できた。 

以上のように、これまで大型有機ＥＬディスプレイを低消費電力化するための大きな課題であ

った電極形成技術の実現可能性が見えてきた。 

 

2.1.4 知的財産権の取得について 

非公開原簿に記載する。 

 

2.1.5 成果の普及 

表Ⅲ-2.1.5-1 に発表論文の件数をまとめた。 

表Ⅲ-2.1.5-1 論文、その他外部発表の件数 

（平成２０年度～平成２２年６月末まで） 

研究開発項目 論文発表 
その他外部発表 

（プレス発表等） 

① 低損傷大面積電極形成技術の開発 33(3)*件 2(2)*件 

*( )は今年度発表予定 

2.1.6 終目標の達成可能性 

 電極膜性能および大面積化の課題に関しては中間目標を予定通りに達成している。有機膜への
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損傷を低減する手法に関しては、損傷の程度を評価する手法を導入した。今後、低損傷化の方向

性を定量的に評価できる手法を導入することにより 終目標の達成は十分に可能であると考えら

れる。 

 

２.２ 研究開発項目②「大面積透明封止技術の開発」 

本項目では、候補として次の２つの技術について、それぞれ研究開発を進めている。 

  （Ａ）塗布型有機封止膜技術 

  （Ｂ）無機系封止成膜技術 

以下、各技術についての研究開発成果を記載する。 

 

2.2A 塗布型有機封止膜技術の開発 

2.2A.1 これまでの成果 

大型有機ＥＬディスプレイに適合しうる封止膜構造の基礎検討として、塗布型有機封止膜の検

討を行った。 

有機封止膜の基本構成は、吸湿成分とバインダーポリマー（膜形成成分）から成る。有機封止

膜の必要基本機能は、吸湿機能、透明性、及び成膜性等があげられるが、吸湿機能は主に吸湿成

分の設計で決定される。また透明性は、吸湿成分やバインダーポリマー夫々単独の性質だけで決

まるのではなく、吸湿成分とバインダーポリマーとの相溶性を考慮する必要がある。一方成膜性

は、成膜プロセスにあわせた材料の設計が必要であり、塗布時の均一性を向上させるために溶剤

を用いることが一般的な成膜プロセス（スピンコート法など）がある一方で、溶剤を含有するこ

とが許容されない成膜プロセス（吐出充填方式）等があり、大面積・高生産性を両立する上でど

のような成膜プロセスを選択するかで材料設計が異なってくる。 

そこで、上記を踏まえて吸湿成分の必要基本機能である吸湿機能、透明性、及び成膜性等の観

点から有機封止膜材料を開発した。 

 透明液状有機封止膜のベンチマークを行い、良好な吸湿性能、透明性、成膜性、膜質を有する

ことを示した。 

 10μm 厚さの透明有機封止膜において、 

可視光損失率が１％以下であり、吸湿前後 

で可視光透過率を低下させない技術を確立 

した（図Ⅲ-2.2A.1-1）。                         

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2.2A.1-1 有機封止膜の吸湿前後における可視光損失率変化 
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 従来の透明液状有機封止膜の課題であった吸湿後に発生する膜のクラックを、バインダーポリ

マー及び吸湿成分の 適化により、クラックが発生しないことを確認し、吸湿後においても膜質

劣化を抑制することに成功した。 

固体状のバインダーポリマーを用いた有機封止膜材料は貼り合わせ均一性が不良であった。流

動性を有する新型有機封止膜材料により、貼り合わせ均一性が向上し、大面積成膜で用いられて

いる吐出充填工程に適用可能な材料に目処が立った。 

 封止評価構造での Ca 劣化評価で、有機封止膜を用いると封止性が向上することを確認した。 

 

2.2A.2 中間目標の達成度   

表Ⅲ-2.2A.2-1 に示すように、中間目標の達成度は十分である。 

 

表Ⅲ-2.2A.2-1 研究開発項目②A「塗布型有機封止膜技術の開発」の成果まとめ 
（◎：大幅達成（特筆すべき成果有り）、○：達成、△：一部未達、×：未達) 

中間目標（平成２２年度） 研究開発成果 達成度 

下記の検討を実施し、 終目標達成に向けた

手段・方向性を確立する。 

 

①有機膜や電極に損傷を与えることなく、対

角１０インチ以上にわたって封止膜を均質

に製膜する方法を見出し、４０型以上の大型

ディスプレイ製造にも適用を可能とするた

めの具体的な見通しを立てる。 

 

②高バリア性・高透明性を両立しうる材料に

ついて探索を行い、候補を絞り込むと共に、

上述の製造プロセス技術が当該材料に対し

て適用可能であることを示す。 

下記①および②の成果により、 終目標達成に向

けた手段と方向性を見出した。 

 

流動性を有する新型有機封止膜材料を創出し、貼

り合わせ性と均一性を満足し、大面積成膜で用い

られている従来技術の塗布工程に適用可能な材

料に目処をつけた。今後、対角１０インチ以上の

大型基板での成膜性の検討を進めていく。 

 

吸湿前後で可視光透過率を低下させない技術を

確立した。また、新型有機封止膜を開発し、吸湿

特性は従来タイプと同等であることを確認した。 

 

 

 

△ 

（年度末 

達成見込）

 

 

 

○ 

 

 

 

2.2A.3 成果の意義 

流動性を利用した成膜方法が可能である液状透明有機封止膜材料を開発した成果は、固体封止

構造への適用を可能とするものであり、世界初かつ非常に大きな成果といえる。この成果は、本

プロジェクトが目標としている大面積・高生産性成膜プロセスを適用可能とするものである。ま

た本液状透明有機封止膜材料は、フレキシブル基板への利用も可能であり、新たな技術領域の開

拓、市場拡大に大きく貢献できると考えられる。一方、高透明性（可視光損失率１％以下）とい

う結果は、 終目標の低消費電力化を実現する上で、非常に大きな成果であるといえる。  

 

2.2A.4 知的財産権の取得について 

非公開原簿に記載する。 
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2.2A.5 成果の普及 

透明有機封止膜技術は現状、開発途上であり、今後日本の国益となるように留意し、 新動向

結果， 新技術情報を踏まえて成果の普及に努める。 

表Ⅲ-2.2A.5-1 論文、その他外部発表の件数 

（平成２０年度～平成２２年６月末まで） 

研究開発項目 論文発表 
その他外部発表 

（プレス発表等） 

②大面積透明封止技術の開発 

②A 塗布型有機封止膜技術 

 

0 件 

 

0 件 

 

2.2A.6 終目標の達成可能性 

有機封止膜の可視光損失率を抑えることに関しては、現時点まで得られた透明化技術を駆使し、

今後、均一貼り合わせ可能な材料及び成膜プロセスを構築した上で、標準セルにて発光特性の検

証を行うことにより、 終目標の達成は十分可能であると考えられる。 

封止性能に関しては、５万時間での透湿量を明らかにし、それに対応する吸湿性能の改善を進

めていくことで、 終目標の達成は十分可能であると考えられる。 

一方、４０型以上のパネルへの適用可能性に関しては、流動性を有する塗布型成膜方式である

ため、異なる基板サイズで検証し大型化に伴う均一成膜のための要素を抽出し対応策を提示する

ことを計画している。 

 
2.2B 無機系封止成膜技術の開発 

2.2B.1 これまでの成果 

移動成膜機構を有し、高感度バリア性評価が可能な SWP-CVD コンセプト実証機の設計・製

作を行い、SWP-CVD 法の高密度、低電子温度という特徴を活かして、SiNx 系封止膜の材料・プロ

セス条件を検討した。 

 有機ＥＬディスプレイでは、信頼性の点から、水分や酸素に対するバリア膜の性能が非常に重

要であり、水蒸気透過率（WVTR）として 1×10-6 g/m2/d 台が必要と言われている。従来の代表的

な水蒸気透過率の評価方法として知られるモコン法に代わり、1×10-5 g/m2/d 以下の高い測定感度

が得られる Ca 腐食法を用いてバリア性を評価した。 

その結果、今回 SiNx 膜を２層形成した構造について調べると、1×10-6 g/m2/d 台まで大きくバ

リア性が向上することが分かった（図Ⅲ-2.2B.1-1）。 

 



Ⅲ－6 
事業原簿 公開版 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

10-7

10-6

10-5

10-4

10-3

10-2

10-1

J. Elec.Chem. Soc. 
ALD SiNx/Al2O3

AVST (Dow Corning)
PE-CVD SiNx/SiO2 12 layers
<100℃

Thin Solid Films (大阪市大)
Cat-CVD SiCN

Plasma Proc. Polymer
PE-CVD SiNx /SiO2/Parylene

Solid State Tech. (Vitex)
Sputter Inorg/Org multilayer

Org. Electro.. (Samsung Elec.)
Sputter Al2O3/Polyurea
10 layers 

PJ開発社
（SWP SiNx ２層）

年度

W
V

T
R

 (
g/

m
2
/d

)
PJ開発社（SWP SiNx 単層膜 ）

透明膜
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図Ⅲ-2.2B.1-1 バリア膜の性能推移 

 

封止膜の水蒸気バリア性と透明性を両立させるためのプロセス条件を検討した。化学量論

的な構造（Si3N4）では N/(Si+N)は 0.57 であり、この場合は光透過率が８０％台であった。より

透明にするためには N/(N+Si)比率を大きくすれば良いことを見出し、その結果、９５％以上の光

透過率が得られた。従来 SiNx 膜は可視領域で着色するという考え方が一般的であったが、我々は

この常識を破り、トップエミッション構造で利用できる十分透明な SiNx 膜を得ることに成功した。 

実素子を用いた封止膜形成時のダメージ評価をIVL測定にて、電流-輝度、電圧-輝度ともプラズ

マ成膜での有機ＥＬ層への損傷がほとんど無いことを確認した。 

膜厚、膜質の均一性を高める方法として、本研究では移動成膜機構を提案してその効果を検証

した。その結果、124mm×220 mm基板（＝対角１０インチ）で膜厚均一性±３％以下、膜質（屈折

率）均一性±０.６％を達成した。 

大面積で高均質化を実現するため、SWP-CVDのプラズマ源連結構造の設計予備検証を行い、第６

世代（４０型以上想定）の大型基板に対応できる見通しを得た。 

低発塵化技術として、平成２１年度加速資金により、NF3プラズマを用いたチャンバークリーニ

ング装置を導入した。 

 光学解析アルゴリズムによる、マルチスケール光学解析手法を考案し、有機・無機封止層を含

めた標準素子構造の光学モード分布解析を実施した。 

 

2.2B.2 中間目標の達成度   

表Ⅲ-2.2B.2-1 に示すように、中間目標の達成度は十分である。 
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表Ⅲ-2.2B.2-1 研究開発項目②B「無機系封止成膜技術の開発」の成果まとめ 

（◎：大幅達成（特筆すべき成果有り）、○：達成、△：一部未達、×：未達) 

中間目標（平成２２年度） 研究開発成果 達成度 

下記の検討を実施し、 終目標達成に向け 

た手段・方向性を確立する。 

 

①有機膜や電極に損傷を与えることなく、対

角１０インチ以上にわたって封止膜を均質

に製膜する方法を見出し、４０型以上の大型

ディスプレイ製造にも適用を可能とするた

めの具体的な見通しを立てる。 

 

②高バリア性・高透明性を両立しうる材料に

ついて探索を行い、候補を絞り込むと共に、

上述の製造プロセス技術が当該材料に対し

て適用可能であることを示す。 

 

③上記に用いる材料に関して、封止膜の透明

性、平滑性、屈折率等と光取り出し効率との

関係を明らかにする。 

下記①～③の成果により、 終目標達成に向けた

手段と方向性を見出した。 

 

標準評価素子で、封止膜成膜後の劣化がないこと

を確認した。 

１０型基板にて、膜厚、膜質均一性を確保した。 

プラズマ源連結構造の予備検証で大型基板に対

応できる見通しを得た。 
 

SiNx 膜にて、高バリア性と高透明性を両立でき

る技術を確立した。 

 

 

 

光学解析アルゴリズムによる、マルチスケール光

学解析手法を考案し、有機・無機封止層を含めた

標準素子構造の光学モード分布解析を実施した。 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

2.2B.3 成果の意義 

無機系封止成膜技術について、SWP-CVD を用いて、低温・低損傷プロセスで透明性、十分なバ

リア性能を達成したことは、本研究開発の中で非常に大きな成果である。光透過率９５％という

結果は、光取出し効率に大きく貢献する結果であり、 終目標の低消費電力化を実現する上で、

非常に意義が大きい。また水蒸気透過率 1×10-5 g/m2/d 以下という結果については、今後ますま

す発展すると予想されるフレキシブルデバイス、有機エレクトロニクスへのバリア膜としての利

用も可能であり、新たな技術領域の開拓、市場拡大に大きく貢献できると考えられる。 

また、光学解析アルゴリズムの構築および標準素子を用いた封止構造の光学解析を行うことに

より、光利用効率の改善およびパネル設計の高輝度化が期待できる。 

 

2.2B.4 知的財産権の取得について 

非公開原簿に記載する。 

 

2.2B.5 成果の普及 

表Ⅲ-2.2B.5-1 に発表論文の件数をまとめた。 
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表Ⅲ-2.2B.5-1 論文、その他外部発表の件数 

（平成２０年度～平成２２年６月末まで） 

研究開発項目 論文発表 
その他外部発表 

（プレス発表等） 

②大面積透明封止技術の開発 

②B 無機系封止成膜技術 

 

6(3)*件 

 

0 件 

*( )は今年度発表予定 

 

2.2B.6 終目標の達成可能性 

封止膜のバリア性に関しては、SiNx 膜を２層形成した構造で良好な結果を得ており、長期的に

水分などによる劣化の無いことが期待できる。今後は実素子を用いた加速寿命試験を行うことで、

終目標である、５万時間ダークスポットや発光領域減少等が無いことを検証してゆく。 

また、可視光損失率は、既にバリア性と併せて光透過率目標を達成しており、 終目標を達成

できる見通しである。 

今後、プラズマ源連結構造を想定した装置の設計・製作を行うことで大面積化及び高生産性を

中心に更なる検証とスケーラビリティ検討を進め、 終目標の達成は十分可能である。 

 
２.３ 研究開発項目③「大面積有機製膜技術の開発」 

本項目では、候補として次の２つの技術について、それぞれ研究開発を進めている。 

  （Ａ）塗布系大面積有機製膜技術 

  （Ｂ）蒸着系有機製膜技術 

以下、各技術についての研究開発成果を記載する。 

 

2.3A 塗布系大面積有機製膜技術の開発 

2.3A.1 これまでの成果 

有機ＥＬ膜の均一製膜技術の開発として、以下項目を実施した。印刷位置精度は、装置・各部

材精度の改善および印刷条件の検討により目標を達成した。膜厚均一性は、現状装置・部材精度

は目標が達成できるレベルである事を確認したが、実際基板上ではハード不具合の影響により数

値目標をクリアする事はできなかった。 

ＲＧＢ塗分け技術の開発として、印刷位置精度の向上およびインク条件の 適化により、目標

解像度にてＲＧＢが混色することなくパターン形成が可能である事を実証した。また、従来塗布

方式と比較して、塗分けるための基板構造の制約が小さい事を明らかにした。 

有版印刷法で作製した素子の発光特性として、印刷法での素子作製時の課題および発光効率の

低下要因を明らかにし、工程 適化および特性低下要因を排除する事により、発光効率が標準素

子比で９０％以上となる工程を確立した。 

生産性および大型化の検証として、Ｇ６基板において目標生産性および装置精度の確保が可
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能である大型化の技術方向性を明確にした。 

 

2.3A.2 中間目標の達成度 

中間目標に対する達成度として、表Ⅲ-2.3A.2-1 に成果をまとめる。 

 

表Ⅲ-2.3A.2-1 研究開発項目③A「塗布系有機製膜技術の開発」の成果まとめ 

（◎：大幅達成（特筆すべき成果有り）、○：達成、△：一部未達、×：未達) 

中間目標（平成２２年度） 研究開発成果 達成度 

 下記の検討を実施し、 終目標達成に向け

た手段・方向性を確立する。 

 

①溶液プロセス・印刷製法・真空プロセスな

どの有機製膜法について検討を行うことに

よって候補を絞り込み、 終目標に向けた取

り組みの方向性を明確化する。 

 

 

 

 

 

②上述の有機製膜法に対応するパターン化

技術について検討を行うことによって候補

を絞り込み。 終目標に向けた取り組みの方

向性を明確化する。 

下記①および②の成果により、 終目標達成に向

けた手段と方向性を見出した。 

 

有版印刷法について検討を行い、概ね精度が確保

できる技術見通しがついたが、一部の膜厚精度に

ついて目標が未達であった。発光特性について

は、有版印刷方式での特性低下要素はなく、発光

効率が標準素子比で９０％以上である事を実証

した。大型化の検証としては、目標生産性および

必要精度が確保できる大型化の技術方向性を明

確にした。 

 

有版印刷法について、ＲＧＢパターン化技術の検

討を行い、目標解像度でＲＧＢのパターン化が可

能な要素技術を絞り込んだ。 

 

 

 

△ 

（年度末 

達成見込）

 

 

 

 

 

 

○ 

 

2.3A.3 成果の意義 

本プロジェクトにおける検討から、有版印刷法は塗布系有機ＥＬの製造技術として要求性能（均

一製膜性、発光特性）が確保可能な技術であり、かつ、競合技術と比較しても製造装置として優

位性があることを明確にしたことは、極めて意義が深い成果である。 

また、本成果は、有機ＥＬと同程度の均一性制御が必要とされる有機エレクトロニクスデバイ

スの製造技術としても幅広い展開が期待できるものである。 

 

2.3A.4 知的財産権の取得について 

非公開原簿に記載する。 

 

2.3A.5 成果の普及 

表Ⅲ-2.3A.5-1 に発表論文の件数をまとめた。 
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表Ⅲ-2.3A.5-1 論文、その他外部発表の件数 

（平成２０年度～平成２２年６月末まで） 

研究開発項目 論文発表 
その他外部発表 

（プレス発表等） 

③大面積有機製膜技術の開発 

③A 塗布系大面積有機製膜技術 

 

8(2)*件 

 

0 件 

*( )は今年度発表予定 

 

2.3A.6 終目標の達成可能性 

均一製膜技術の開発は、現状精度により目標は達成可能なレベルであると考えられるため、

現状の均一性低下原因の改善を中心に進めることにより、 終目標を達成見込みである。 

ＲＧＢ塗分け技術の開発は、確立した要素技術について大型化への適応性の検証を行い、

現状の候補技術から 終構造を決定することにより 終目標を達成見込みである。 

発光特性は、発光効率の低下がない作製条件および工程を構築したため、 終目標を達成

見込みである。 

大型化および生産性は、各要素技術の開発方向性が、大型化および生産性を満たす条件から逸

脱しないように整合性を継続チェックするとともに、実証用基板サイズでの精度検証および技術

実証を行うことにより、 終目標を達成見込みである。 

 

2.3B 蒸着系有機製膜技術の開発 

2.3B.1 これまでの成果 

大面積基板への蒸着製膜法（真空プロセス）として、面蒸着技術を用いたセル生産方式技

術の開発を推進した。 

開発技術の評価、検証、課題抽出等を行うための有機ＥＬ標準評価セルを設計した。有機ＥＬ

標準素子作製に必要な低分子有機ＥＬ材料、マスクなどを準備すると共に、プロセス条件などを

設定し、本標準評価セルによって蒸着系有機成膜技術の評価・検証を行った。また、本プロジェ

クトにて開発中の面蒸着源技術を実証するための有機ＥＬデバイスを設計した。 

対角１０インチ以上の基板に対応した実験装置にて、有機成膜法の絞込みに向けたデータ

蓄積するため、370×470mm 基板対応の面蒸発源を有する実験装置にて標準デバイスを製作し、

従来のポイントソース蒸着装置と同等の特性が得られることを実証した。 

面蒸着源を用いたセル生産方式の可能性と課題を検証するため、バルブ切り替え操作によるク

ロスコンタミに関する実験データを取得し、バルブ切り替え方式が有望な方式であることを示唆

するデータを得た。また、バルブ切り替え方式を用いて標準評価セルを作製し、ほぼ同一の性能

を出せる可能性を見出した。 

面蒸着源を用いた場合に懸念される基板温度上昇、長時間るつぼ過熱による材料劣化などにつ

いて検証データを取得し、いずれも大きな問題がないことを確認した。 

大型面蒸発源の設計を行うため、 適ノズルレイアウトを求めるためのシミュレーション技術
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（支援ツール）を開発した。600mm×700mm 基板での膜厚均一性テストを実施した結果、シミ

ュレーションと実験結果との一致および膜厚均一性±３％を確認した（図Ⅲ-2.3B.1-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図Ⅲ-2.3B.1-1 600mm×700mm 基板における面蒸発源での膜厚均一性 

 

本結果を受けて、Ｇ４面蒸発源の設計・製作を行った。大面積成膜実証を行うため、Ｇ６基板

対応の真空チャンバを作製し、設計・製作したＧ４面蒸発源をＧ６チャンバ内に設置した（図Ⅲ

-2.3B.1-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2.3B.1-2．試作したG4蒸発源搭載G6チャンバ 

 

大面積薄膜形成時に必要な面蒸発源機構部品である大型高温バルブを試作し、耐久性を含む評

価を実施し、良好な結果を得た。 
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 面蒸着源を用いた場合の材料利用効率のシミュレーションを行い、Ｇ５以上の基板サイズでは

従来のポイントソース蒸着及びリニアソース蒸着を上回る材料利用効率が可能であるとの結果を

得た（図Ⅲ-2.3B.1-3）。 

 

図Ⅲ-2.3B.1-3 蒸方式着による材料利用効率シミュレーション結果 

 

2.3B.2 中間目標の達成度 

中間目標に対する達成度として、表Ⅲ-2.3B.2-1 に成果をまとめる。 

 

表Ⅲ-2.3B-2-1 研究開発項目③B「蒸着系有機製膜技術の開発」の成果まとめ 

（◎：大幅達成（特筆すべき成果有り）、○：達成、△：一部未達、×：未達) 

中間目標（平成２２年度） 研究開発成果 達成度 

 下記の検討を実施し、 終目標達成に向け

た手段・方向性を確立する。 

 

①溶液プロセス・印刷製法・真空プロセスな

どの有機製膜法について検討を行うことに

よって候補を絞り込み、 終目標に向けた取

り組みの方向性を明確化する。 

 

 

 

 

下記①の成果により、 終目標達成に向けた手段

と方向性を見出した。 

 

面蒸発源（共通マニホールド/１チャンバ）に

よって成膜するセル生産方式について検討し、従

来の蒸着源と同等の素子特性を実験実証すると

ともに、従来の蒸着源を上回る材料利用効率（Ｇ

５基板以上）が可能とのシミュレーション結果を

得た。 

この結果に基づき、 終目標に向けて面蒸発源

方式によって取り組む方向性を明確化した。 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3B.3 成果の意義 

従来のポイントソース方式、リニアソース方式は生産性の点で課題があったが、本プロジェク

トにおいては、生産性に優れる面蒸着方式（高い材料利用効率、低い投資額、狭い設置面積など）

によって、ポイントソース方式と同等の素子特性を実証し、かつ、ポイントソース方式及びリニ
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アソース方式を上回る材料利用効率シミュレーション結果を得たことは、本研究開発の中での有

意義な成果である。この成果は、有機ＥＬの生産革新につながる可能性を秘めたものと言え、大

型有機ＥＬディスプレイ市場の創造への貢献が期待できる。本技術は世界初かつ世界 高水準で

あり、他の競合技術に対する優位性もあり、投入予算に対して十分見合った成果と言える。 

 

2.3B.4 知的財産権の取得について 

非公開原簿に記載する。 

 

2.3B.5 成果の普及 

表Ⅲ-2.3B.5-1 に発表論文の件数をまとめた。 

表Ⅲ-2.3B.5-1 論文、その他外部発表の件数 

（平成２０年度～平成２２年６月末まで） 

研究開発項目 論文発表 
その他外部発表 

（プレス発表等） 

③大面積有機製膜技術の開発 

② B 蒸着系有機製膜技術 

 

15(1)*件 

 

4 件 

*( )は今年度発表予定 

 

2.3B.6 成果の 終目標の達成可能性 

有機膜の膜厚ばらつきについては、膜厚分布シミュレーションと実験によって、大面積製造に

おいても±３％以内が達成できる可能性が見えてきつつある。 

パターン化については、既存の適切なパターン化プロセスが追加的に適用可能である。 

有機発光素子の発光効率については、小型ディスプレイの作製において達成される素子性能と

ほぼ同等の特性が達成されており、９０％以上は達成できると見込んでいる。 

また、世界 大級の基板サイズでの実証を世界に先駆けて行うべく、 終目標であるＧ６以上

のサイズでの面蒸発源での実験検証を行い、４０型以上の大型有機ＥＬの製造に適用可能である

ことを客観性のある技術データをもって示す予定である。生産性についても、今後、蒸着速度の

向上技術などの開発により、定量的に示すデータを取得すべく開発を進める。 

 

２.４ 研究開発項目④「大型ディスプレイ製造に向けた検証」 

2.4.1 研究開発の成果 
本研究開発項目は、研究開発項目①～③の成果に関して、技術検証を行う目的で設定されてい

る。本研究開発項目には、１）低消費電力化の検証、２）大型基板適応性の検証、３）高生産性

化の検証の３課題が設定されているが、研究開発項目①～③の技術開発の進捗に応じて、本研究

開発項目の各課題の技術検証を行っていく。 
 
有機ＥＬディスプレイにおける低消費電力化を実現するための課題としては、主に以下の４課
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題があげられる。 
（Ａ）高効率材料の開発 

（Ｂ）低損傷製造プロセス技術の開発 

（Ｃ）高効率光取り出し構造の開発 

（Ｄ）駆動技術の開発 

本プロジェクトにおいては、大型ディスプレイの製造技術基盤を開発することを目的としてい

るため、上記４課題のうち、主に「（Ｂ）低損傷製造プロセス技術の開発」により、消費電力を軽

減化する効果を検証した。 
低消費電力化の検討には、まず消費電力の支配要因を抽出し、それぞれに対して要素別消費電

力を算出する手法を開発した。ここでは、４０型ディスプレイで消費電力４０Ｗを実現させるこ

との検証技術として、「消費電力要素別積算シミュレーション技術」を開発した。これを用いて、

ＯＬＥＤ電力、ＴＦＴ電力、回路電力、信号線電力の各要素消費電力をシミュレーションにて評

価し、その合計としてパネル消費電力を得た。消費電力の算出のためには、ＥＬ効率のプロセス

損傷低下分を評価する必要がある。本プロジェクトでは、このための共通評価セルを設計開発し、

それにより研究開発項目①から③で開発される各製造技術でのプロセスダメージによるＥＬ効率

の低下を評価した。得られた評価データーからパネル消費電力をシミュレーションにて評価した

ところ、図Ⅲ-2.4.1-1 のような結果が得られた。ここから、研究開発項目①～③で開発している

製造技術は、順調に低消費電力化に寄与する方向で開発されていることが検証できた。低消費電

力化への寄与は、当初計画に比して、約１年早い効果として得られていることが検証できた。本

技術開発により、実際のパネル製造を行わなくとも、おおむね妥当なパネル消費電力をシミュレ

ーションにより求めることが可能になった。 

 

図Ⅲ-2.4.1-1 低消費電力化の検証 
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研究開発項目①から③で開発された各製造技術の大型基板適用性を検証するためには、それぞ

れの製造技術に対して大型適用性検証のための要因抽出を行い、それぞれに対する適用性効果を

検討することが必要である。本プロジェクトにおいては、この技術検証をより効率的に行うため

に、「要素分離型スケーラビリティ外挿シミュレーション技術」を開発した。この方法では、ス

ケーラビリティ依存性の有る要素技術とスケーラビリティ依存性の無い要素技術とに分離し、ま

ずはスケーラビリティ依存性の無い要素技術の性能向上を検証し、その後スケーラビリティ依存

性の有る要素技術に対して、スケーラビリティ検証を行うという方法として開発した。特に大面

積適用化の代表的な指標として、スケーラビリティ依存性の有る要素技術として製造薄膜の均質

性があげられる。図Ⅲ-2.4.1-2に、研究開発項目①から③で開発した製造技術に対して、作製し

た膜の均質性を基板サイズに対して検証した結果を示す。いずれの製造技術に関しても、サイズ

が小さい基板に対しては概ね適用性範囲内に入る性能が得られることが検証できた。今後、異な

るサイズの基板を用いて、適用性検証を行い、スケーラビリティ依存性検証から外掃して、どの

程度の基板サイズまで適用できるかをシミュレーション評価することを可能にする予定である。 

本技術開発により実サイズのパネル製造を行わなくとも、基板サイズ適応性のシミュレーショ

ンによる評価検証を行うことが可能になった。 

 
図Ⅲ-2.4.1-2 膜の均質性から見た大面積基板適用性検証 

 
生産性の検証に対しては、中間評価年までに、抽出された各プロセス技術に対して、生産性兼

用のための定量的な目標設定することが、目標となっている。この目標設定に対しては、「定量

的な目標となること」、「現行のディスプレイ製造と同等以上の生産性が見込まれること」とが

基準となる。生産性検証としては、「材料使用効率」、「工程数」、「タクトタイム」、「フッ

トプリント」、「歩留り」、「投資生産性」など数多くの要因があげられる。この中で、全体製

造プロセスに対して共通となる定量的な指標化することが困難な要因、基準の設定が不明瞭とな
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る要因などを除外していくと、 終的に本プロジェクトにおける生産性の指標としては、「タク

トタイム」を目標とすることが妥当との検討結果に至った。 

大型有機ＥＬディスプレイ製造の場合、上記のように工程数の減少、材料使用効率の向上など、

タクトタイム要素以外での生産性向上が見込める見通しを得ることができ、従来技術よりはトー

タル生産性としては有利に働く要素が多く抽出できることが判明した。従って、タクトタイムは

他の現行ディスプレイ製造に比べてやや長めでも、生産性としては競争力を持たせることができ

る。従って、その結果としてタクトタイムにすると２分程度を目標とすることが妥当との結論を

得た。この目標設定に対する、実質的な技術検証は、各プロセス技術の要素技術が固まり、ある

程度それぞれの要素技術の特徴が確立するプロジェクト後半の課題となる。 

 
2.4.2 中間目標の達成度 
以上の内容を中間目標に対する達成度として、表Ⅲ-2.4.1-1 にまとめる。いずれも、中間目標

を達成する成果が得られており、 終目標の達成に向けて順調に進んでいる。 
 

表Ⅲ-2.4.2-1 研究開発項目④「大型ディスプレイ製造に向けた検証」の成果まとめ 

（○：達成、△：一部未達、×：未達) 
中間目標（平成２２年度） 研究開発成果 達成度 

研究開発項目①～③での開発技術に関する

中間段階での成果を総合的に判断し、 終目

標達成に向けた手段・方向性を確立する。 

 

① 大型ディスプレイの省電力化に関わる

終目標達成に向けた研究開発の手段と方向

性を具体化する。 

 

 

② 開発した基盤技術がＧ６サイズ（1500mm

×1850mm）以上の基板に対して当該技術が適

用可能であることを示すための検証方法を

具体化する。 

 

③ 実用化を見据え、生産性に関する 終目

標を定量的に設定する。 

下記①～③の成果により、 終目標達成に向けた

手段と方向性を見出した。 

 

 

「消費電力要素別積算シミュレーション技術」を

開発し、得られたプロセス要素技術から、４０型

のパネルの消費電力をシミュレーションで検証

できるようにした。 

 

「要素分離型スケーラビリティ外挿シミュレー

ション技術」を開発し、Ｇ６サイズ以上の大面積

基板への適応性の検証法を具体化した。 

 

 

生産性に関する定量的目標として、「タクト２分

以内」を設定した。 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 
2.4.3 成果の意義 

低消費電力化に対して、「消費電力要素別積算シミュレーション技術」を開発することで技術

検証が可能になったことは、実際に過度な負担をかけずとも、技術開発の方向性、意義づけを明

確化することができるようになったという点で意義深い。 

また、「要素分離型スケーラビリティ外挿シミュレーション技術」の開発により、基板サイズ

の拡張性に対して、効率的に技術検証ができるようになったということで、この点も極めて意義
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深い成果となった。 

 
2.4.4 知的財産権の取得 

研究開発によって得られた成果のうち、特に研究開発項目①～③に対して横断的に取り扱うこ

とが妥当と目されたものに関しては、本研究開発項目に該当するものとして、適宜特許出願する。 
 
2.4.5 成果の普及 
本研究開発項目の課題（低消費電力化検証、大面積適応性検証、高生産性実現検証）は、いず

れも研究項目①～③で開発した製造技術基盤の意義を明確化するものであり、その意味では産業

化の意義づけを明確化する極めて重要な課題である。従って、その成果の公表は、我が国の国益

となるような点に十分留意し、慎重にかつ戦略的に行っていく。 
 

表Ⅲ-2.4.5-1 論文、その他外部発表の件数 

（平成２０年度～平成２２年６月末まで） 

研究開発項目 論文発表 
その他外部発表 

（プレス発表等） 

④大型ディスプレイ製造に向けた検証  

0 件 

 

0 件 

 
2.4.6 成果の 終目標の達成可能性 

低消費電力化、大面積適応化の検証に関しては、中間目標は予定通り達成しつつある。高生産

性の検証については、各課題の要素技術の確立が必要であるため、まだ詳細検討を行うフェーズ

には至っていないが、基本的な要素項目は、確認できている。これらの技術検証を、さらにプロ

ジェクト後半の大型化検証によって実践していくことにより、 終目標の達成は十分可能である。 

 
 

３．特許戦略 

本プロジェクト成果の実用化にあたっては、知的財産で守られていることが重要なポイントで

ある。さらに、国家予算を使用しているので、国益に叶うよう日本の産業発達を目指すべく特許

戦略を推し進める所存である。 

具体的には共同開発がし易い（各社が協力できる）知財環境とするが、発明に関与した会社に

より、知財権を所有することとする。 

 

※ 各研究開発毎の特許戦略は内容を非公開とする。非公開事業原簿を参照。 
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４．成果の普及 

 表Ⅲ-4-1 にプロジェクト全体での発表論文の件数をまとめた。 

 

表Ⅲ-4-1 論文、その他外部発表の件数 

（平成２０年度～平成２２年６月末まで） 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 合計 

論文発表 15 件 24 件 23(9)*件 62(9)*件 

その他外部発表 

（プレス発表等） 
2 件 2 件 2(2)*件 6(2)*件 

*( )は今年度発表予定 
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Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて  

 

１．実用化の見通し 

本プロジェクトは、大型有機ＥＬディスプレイを実現するために必要な共通基盤技術の研究開

発を行っており、成果は広く利用できることが期待される。特に、本プロジェクトでは、複数の

パネルメーカー、装置メーカー、材料メーカーが参加しており、プロジェクト成果を実用化する

ために必要な課題事項を整理しながら研究開発を進めている。また、得られた成果をそのまま参

画企業の事業に結びつけて利用することを考えており、各社の保有技術と組み合わせて有機ＥＬ

ディスプレイの製造に利用される予定である。各メーカーの戦略技術を付加することで、最終製

品の差別化を図りつつ、テレビ等の電子製品または有機ＥＬディスプレイの製造装置として市場

に出されることになる。 

大型ディスプレイとしては、プロジェクトが終了する平成２５年度以降に実用化されることが

期待されているが、それまでに得られた中間成果についても、参画企業に逐次技術移転を行い、

実用化検討していく予定である。 

また、実用化のためには、プロジェクト外の周辺技術との整合性を考慮した技術開発も必要と

なるが、本プロジェクトと並行して各社で検討を行う。コストダウンについても、プロジェクト

終了後に各社が検討を行い、競争力を高めることになる。 

なお、本プロジェクト成果は、大型有機ＥＬディスプレイのみならず、中小型ディスプレイに

も汎用的に利用できる技術である。フレキシブルなどの可能性を広げることもできる。 

 本プロジェクトが完了する平成２５年度以降、本プロジェクトで得られる成果を活用して、

順次本格量産が可能な製造ラインを構築するとともに、独自の戦略技術を採用して、大型有機

ＥＬディスプレイの量産展開を開始することが期待される。 

 

２．事業化の見通し 

 本プロジェクトで得られた成果を、参加各社それぞれの保有技術と組み合せて事業化に繋げる

ことを目標とするが、各社の立場によってスタンスは異なっており、参加各社における事業化の

見通しについての考え方は、非公開版にて記載する。 

 

３．波及効果 

本プロジェクトの成果により、大型有機ＥＬディスプレイの量産展開が本格化することが期待

できる。  

その結果、有機ＥＬの高画質、軽量薄型等の特徴を活かして、大型フラットディスプレイ市場

に参入することが見込まれ、新規アプリケーションで新たな市場を創造できる可能性もある。 ま

た、現在主流となっている液晶ディスプレイ、プラズマディスプレイの置き換えも見込まれる。 

有機ＥＬディスプレイの低消費電力化が進むことで家庭内の省エネ化に貢献するとともに、生

産時に必要とするエネルギー消費の低減、および軽量、薄型の特徴による搬送等の物流に関わる

エネルギーの低減が期待できる。特に有機ＥＬテレビの大型化が実現できれば、省エネ効果は大

きいものと期待される。 

共通基盤技術を共同で開発し、技術の共通化を実現することによって、技術開発の効率化をも

たらすことができる。大型有機ＥＬディスプレイを量産するための製造装置等の共通インフラの
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整備が可能である。 

高画質・薄型軽量・フレキシブル可能な大型有機ＥＬディスプレイを実現できるようになれば、

テレビのユーザーメリットが向上し、新規産業の開拓などを促進することができることで、国内

企業の国際競争力も向上するものと期待される。 また、本プロジェクトの成功により、テレビ

用途に限らず、有機ＥＬディスプレイの特徴を最大限に引き出すアプリケーションの創造により、

新たなビジネスの創出も波及的に期待できる。 その結果、新たなビジネス形態による雇用創出、

利用形態によるビジネスモデルの創出等の面でも日本経済再生へ貢献できるものと考えられる。 

 

 本プロジェクトは、産業界でも高い関心を集めており、有機ＥＬディスプレイ技術社の交流が

活性化している。また、国内外の有機ＥＬディスプレイ関連企業にも刺激を与え、大型有機ＥＬ

ディスプレイ技術の研究開発が加速している。 

人材育成の観点からは、若い研究者とベテランの研究者、事業化を行う企業と基礎研究を行う

大学、パネルメーカー・製造メーカー・材料メーカーと異なる産業のメンバー、を交えて参加さ

せることにより、将来の電子情報産業を支える幅広い知識と経験を有する人材を育成する貴重な

場となっている。 
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（Ａ）プロジェクト基本計画 

 

 プロジェクト基本計画は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯ

と表記する）のプロジェクトを効率的かつ効果的に実施するために、次に掲げるプロジェクトの基本

的事項を定めたものである。 

  ①プロジェクトの目的、目標及び内容 

  ②プロジェクトの実施方式 

  ③研究開発の実施期間 

  ④評価に関する事項 

  ⑤その他の重要事項 

 

 基本計画は、原則として全研究開発期間に亘り有効であるが、技術評価の結果や内外の研究開発動

向・政策動向、研究開発予算の確保状況等の外部状況変化、あるいは研究体制、当該研究開発の進捗

状況等の内部変化に応じて、適宜・適切にその内容を変更する。 

 本プロジェクト「次世代大型有機ＥＬディスプレイ基盤技術の開発（グリーンＩＴプロジェクト）」

の基本計画1を次ページ以降に示す。 

                                                 
1 「次世代大型有機ＥＬディスプレイ基盤技術の開発（グリーン IT プロジェクト）」基本計画： 

http://www.nedo.go.jp/activities/portal/gaiyou/p08011/kihon.pdf 
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P08011 

 

（ＩＴイノベーションプログラム・エネルギーイノベーションプログラム） 

「次世代大型有機ＥＬディスプレイ基盤技術の開発（グリーンＩＴプロジェクト）」 

基本計画 

 

電子・情報技術開発部 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１） 研究開発の目的 

地球温暖化問題は、世界全体で早急に取り組むべき最重要課題であり、経済・社会活動と地

球環境の調和を実現するためには、画期的な技術革新が求められている。 

ブロードバンドの普及、ＩＴ機器の高度化・設置台数の急激な増加に伴い、社会で扱う情報

量は増大傾向にある。ＩＴ機器が消費する電力も膨大な量が見込まれ、省エネルギー化が重要

な課題となっている。海外においても、低消費電力化に向けて企業の垣根を越えたコンソーシ

アムの動きが活発化しており、ＩＴ機器に関する省エネルギー技術の開発は、産業競争力の観

点からも重要な要素となっている。また、京都議定書の次期枠組み（ポスト京都）の構築に向

けた国内外の議論が活発化しており、長期的視野に立った革新的省エネルギー技術開発が求め

られている。 

そのような中、ディスプレイの大型化が進み、1 台当たりの消費電力は増大の傾向にあるた

め、ディスプレイの低消費電力化につながる技術開発も重要な課題の一つである。有機ＥＬデ

ィスプレイは、低消費電力、高効率発光表示、広い視野角特性、高速応答性、超薄型軽量化な

どを同時に実現する次世代ディスプレイ技術として位置付けられ、２０１０年代後半での量産

実用化によって大きな電力削減効果がもたらされることが期待されている。 

しかしながら、現時点においては４０型以上の大型ディスプレイを量産製造する技術が確立

されておらず、そのための製造プロセス技術の整備が必要となっている。また、韓国において

推進されている｢Information Display Project｣、あるいは、｢８大相互協力｣による企業間の強

力な連携にも象徴されるように、国際的な技術開発競争がますます熾烈になっている状況があ

るため、我が国も早急に大型ディスプレイの製造プロセス技術の整備に取り組むことが重要で

ある。 

したがって、本研究開発プロジェクトを｢ＩＴイノベーションプログラム｣および｢エネルギ

ーイノベーションプログラム｣の一環として実施し、ディスプレイ機器の大幅な省エネルギーを

達成して地球温暖化対策へ貢献すること、ならびに、有機ＥＬディスプレイ分野での新規産業

創造と国際的な産業競争力強化に資することを目的とする。 

 

（２） 研究開発の目標 

最終目標（平成２４年度）については、大型有機ＥＬディスプレイの高生産性製造を実現す

るための低損傷電極形成技術・透明封止技術・有機製膜技術開発に取り組み、製造プロセスに

関わる基盤技術を確立するとともに、得られる成果をもとに具体的・定量的な見積もりを行う

ことによって、フルＨＤ４０型以上の大型有機ＥＬディスプレイの消費電力が４０Ｗ以下とな

ることを示す。また、開発した各基盤技術がＧ６サイズ（1500mm×1850mm）以上の基板に対し

て適用可能であることを客観的な技術データをもって示す。生産性についても、実用化を見据

え、定量的な見通しを示す。なお、中間目標（平成２２年度）については別紙の研究開発計画
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を参照のこと。 

 

（３） 研究開発の内容 

 上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき研

究開発を実施する。 

［委託事業］ 

①低損傷大面積電極形成技術の開発 

②大面積透明封止技術の開発 

③大面積有機製膜技術の開発 

④大型ディスプレイ製造に向けた検証 

 

２．実施方式 

（１） 研究開発の実施体制 

 本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「ＮＥＤＯ技術開

発機構」という。）が、単独ないし複数の原則、本邦の企業、研究組合、公益法人等の研究機関

（原則、国内に研究開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特別な研究開発能力、研

究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点からの国外企業との連携が必要な場合はこの限り

ではない。）から公募によって研究開発実施者を選定後、共同研究契約等を締結する研究体を構

築し、委託して実施する。 

 また、必要に応じて研究開発責任者（プロジェクトリーダー）を選定し、密接な関係を維持

し、効果的な研究開発を実施する。 

 

（２） 研究開発の運営管理 

 研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯ技術開発機構は、経済産業省および研究

開発責任者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発の目的

及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。 

 

３．研究開発の実施期間 

  本研究開発の期間は、平成２０年度から平成２４年度までの５年間とする。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯ技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、

成果の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発

の中間評価を平成２２年度、事後評価を平成２５年度に実施する。また、中間評価結果を

踏まえ必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の

時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に

応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

５．その他の重要事項 

（１） 研究開発成果の取り扱い 

① 成果の普及 

 得られた研究開発成果については、ＮＥＤＯ技術開発機構、実施者とも普及に努めるも

のとする。 
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② 知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則

として、すべて受託先に帰属させることとする。 

 

 

（２） 基本計画の変更 

ＮＥＤＯ技術開発機構は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内

外の研究開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、第三者の視点からの評価結果、

研究開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、

研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 

 

（３） 根拠法 

  本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項

第１号ハに基づき実施する。 

 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成２０年３月、制定。 

（２）平成２０年７月、イノベーションプログラム基本計画の制定により、「（１）研究開

発の目的」の記載を改訂。 
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（別紙）研究開発計画 

 

研究開発項目①「低損傷大面積電極形成技術の開発」 

 

１．研究開発の必要性 
 有機ＥＬディスプレイは、無機・金属材料に比べて物理的・機械的な損傷を受けやすい有機

材料で構成されている｡そのため、既存の汎用電極形成方法を適用した場合には、有機膜は製造

工程中に損傷を受け、結果として、有機ＥＬディスプレイに期待されている高効率発光や長寿

命が損なわれる。現在実用化されている小型ディスプレイの製造においては、その問題を回避

するために、画素上部の電極を比較的薄く形成する方法などで対処している。しかしながら、

それらの対処法は、４０型以上の大画面ディスプレイには適用できない技術である｡例えば、電

極膜厚を薄くする工夫はシート抵抗の増大につながり、大型化にあたっては電圧降下の問題が

深刻な問題として顕在化し、画面全体の発光輝度に不均一化を招くなど、ディスプレイとして

の基本的な動作要件が達成できなくなる｡従って、大型ディスプレイ製造にあたっては、大面積

にわたって電極原料粒子が均一に飛散し、かつ、素子に損傷を与えない程度に低エネルギー化

を実現する新規な製造プロセス技術を確立し、大面積に低損傷で、かつ、均質性高く電極を形

成しなければならない。さらに、低電力動作につながる高効率光取り出しのためには、電極抵

抗の低減のみならず、十分な可視光透過性を担保する材料・製造技術の開発が必要である。 
 
２．研究開発の具体的内容 
 ４０型以上の大面積製膜に対して適応可能で、隣接する有機膜に損傷を与えずに電極を形成

するために必要な技術開発に取り組む。具体的には、可視光損失率およびシート抵抗値の低い

電極を大面積で均質に低損傷形成するための材料技術・製造プロセス技術の開発を行う。また、

電極形成時における有機膜の損傷に伴う発光効率低下と素子寿命劣化の要因を明らかにして、

製造プロセス技術、ならびに、素子特性の向上に役立てる。 
 

３．達成目標 

 平成２２年度までに、下記の検討を実施し、最終目標達成に向けた手段・方向性を確立する。 

・ 対角１０インチ以上にわたって電極原料粒子を均一に飛散させ、かつ、基板に原料粒子

が到達する際には、隣接する有機膜に損傷を与えないよう十分に粒子の熱・運動エネル

ギーを下げる方法を見出す。 

・ 電極の可視光損失率およびシート抵抗値を低減させるための材料・構造について検討し、

その候補を絞り込むと共に、上述の製造プロセス技術が適用可能であることを示す｡ 

平成２４年度までに、下記の条件を満たす低損傷大面積電極の製造プロセス技術を確立する。

なお、４０型以上の製造に適用可能であるというスケーラビリティを客観性のある技術的デー

タをもって示すこと。また、生産性が見込める技術であることを定量的に示すこと。 

・ 形成した電極の可視光損失率（波長範囲：４００－７００ｎｍ）が基板面内において１

０％以下となること。 

・ 形成した電極のシート抵抗値が基板面内において、３Ω/□以下、また、面内ばらつきが

±３％以内となること。 

・ 上記性能を示す電極を用いた有機ＥＬ素子の発光特性が、小型ディスプレイに適用され

ている技術を用いて作製した有機ＥＬ素子の発光効率と比較して９０％以上となること。 
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研究開発項目②「大面積透明封止技術の開発」 

 

１．研究開発の必要性 

 有機ＥＬディスプイレイを構成する有機材料、電極などは、酸素や水による劣化を受けやす

いため、素子の封止技術は長寿命化にあたって極めて重要な技術要素である。現在、酸素や水

に対するバリア性に加え、透明性、薄型加工の可能性、表面平滑性、低屈折率性などの全てに

わたって高い次元で充足する封止材料、ならびに、大面積化対応の製造プロセス技術は存在し

ないため、用途に合わせて適宜材料とそれに適合する製造プロセス技術が選択されている。し

かしながら、４０型以上の大型ディスプレイの実現にあたっては、それらの特性を網羅的に、

かつ、高いレベルで満足する新規材料技術開発、ならびに、新規製造プロセス技術開発が不可

欠である。したがって、酸素や水に対する高いバリア性と可視光に対する高い透明性を有し、

かつ、大面積の画素上に高均質・低損傷で形成できる封止技術の開発に取り組む。 
 
２．研究開発の具体的内容 
対角４０型以上の大面積製膜に対して適応可能で、有機膜や電極に損傷を与えずに封止膜を

形成するための技術開発に取り組む。具体的には、可視光損失率が低く、かつ、有機膜の発光

特性の経時安定性を保つための高いバリア性を有する封止膜の材料技術・プロセス技術の開発

を行う。また、封止膜の透明性、平滑性、屈折率等と光取り出し効率との関係を明確にし、そ

れを踏まえた光取り出し設計手法を確立する。 
 

３．達成目標 

 平成２２年度までに、下記の検討を実施し、最終目標達成に向けた手段・方向性を確立する。 

・有機膜や電極に損傷を与えることなく、対角１０インチ以上にわたって封止膜を均質に製

膜する方法を見出し、４０型以上の大型ディスプレイ製造にも適用を可能とするための具

体的な見通しを立てる。 

・高バリア性・高透明性を両立しうる材料について探索を行い、候補を絞り込むと共に、上

述の製造プロセス技術が当該材料に対して適用可能であることを示す｡  

・上記に用いる材料に関して、封止膜の透明性、平滑性、屈折率等と光取り出し効率との関

係を明らかにする。 

平成２４年度までに、下記の条件を満たす大面積透明封止膜の製造プロセス技術を確立する。

なお、４０型以上の製造に適用可能であるというスケーラビリティを客観性のある技術的デー

タをもって示すこと。また、生産性が見込める技術であることを定量的に示すこと。 

・封止膜の可視光損失率(波長範囲：４００－７００ｎｍ）を基板面内において１０％以下、

また、面内ばらつきを±３％以内にすること。 

・封止膜のバリア性の経時安定性については、加速試験などの適切な評価方法を考案・検証

の上、常温・常圧環境下において、有機ＥＬ素子にダークスポットや発光領域減少等を生

じさせないことが５万時間以上見込まれること。 

・上記性能を示す封止膜を用いた有機ＥＬ素子の素子作製直後における発光特性が、小型デ

ィスプレイに適用されている技術を用いて作製された有機ＥＬ素子の発光効率と比較して

９０％以上となること。 
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研究開発項目③「大面積有機製膜技術の開発」 
 
１．研究開発の必要性 
 有機ＥＬディスプレイにおいて、画素を構成する有機膜の製造プロセス技術は、ディスプレ

イ性能を左右する重要な技術要素である。特に、高画質、かつ、省電力性を兼ね備えた実用的

ディスプレイを得るためには、画素性能が全面にわたって均質であることが極めて重要な条件

となっている。このため、現状の有機ＥＬディスプレイの作製には、高発光効率材料に対して

パターニングされた均質な有機膜が比較的得やすいマスク蒸着技術が用いられている。 
 しかし、現状のマスク蒸着技術を大型ディスプレイ製造に適用しようとする場合、マスクの

自重によるたわみが発生するなどの位置精度、再現性、膜厚均一性に関わる深刻な問題が発生

してしまうため、量産技術としての活用はできない。したがって、大型有機ＥＬディスプレイ

を製造可能にするためには、高い発光効率を示す有機ＥＬ素子用材料に対して、大面積であっ

ても高精細なパターニングの可能性を有し、さらに、画素内および画素間にわたる高度な均質

性が得られる有機膜の製造プロセス技術の開発が不可欠となっている。 
 
２．研究開発の具体的内容 
対角４０インチ以上の大面積製膜に対して適応可能で、高い均質性と位置精度をもって有機

膜を形成するために有効と考えられる種々の製膜技術（例えば、溶液プロセス・印刷製法・真

空プロセスなど）について検討を行い、製造プロセス技術を開発する。また、有機膜の形成過

程における制御要因を解明し、有機膜を大面積、かつ、均質に製膜する製造プロセス技術の確

立に役立てる。 
 

３．達成目標 

 平成２２年度までに、下記の検討を実施し、最終目標達成に向けた手段・方向性を確立する。 

・溶液プロセス・印刷製法・真空プロセスなどの有機製膜法について検討を行うことによっ

て候補を絞り込み、最終目標に向けた取り組みの方向性を明確化する。 

・上述の有機製膜法に対応するパターン化技術について検討を行うことによって候補を絞り

込み、最終目標に向けた取り組みの方向性を明確化する。 

平成２４年度までに、下記の条件を満たす大面積有機膜の製造プロセス技術を確立する。な

お、４０型以上の製造に適用可能であるというスケーラビリティを客観性のある技術的データ

をもって示すこと。また、生産性が見込める技術であることを定量的に示すこと。 

・有機膜の膜厚ばらつきを基板面内、および、各画素内において±３％以内にする。 

・上記性能を示す有機製膜技術に対して適切なパターン化プロセスが追加的に適用可能であ

る、もしくは、開発する有機製膜技術それ自体がパターン化プロセスを内包すること。 

・上記パターン化プロセスは、サブピクセル幅が１５０μｍ以下、また、その位置精度がサ

ブピクセル幅の±１０％以内を達成すること。 

・上記性能を示す有機膜を用いた有機ＥＬ素子の発光効率が、小型ディスプレイの作製にお

いて達成される素子性能と比較して９０％以上となること。 
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研究開発項目④「大型ディスプレイ製造に向けた検証」 
 
１．研究開発の必要性 
 低消費電力かつ高生産性を併せ持つ大型有機ＥＬディスプレイの実現のためには、①低損傷

大面積電極形成技術の開発、②大面積透明封止技術の開発、③大面積有機製膜技術の開発、に

おいて確立される個別の技術水準の高さが求められることは言うまでもない｡しかし、それだけ

ではディスプレイの製造に至らない｡上記の各製造プロセス技術は、他の要素技術・周辺技術と

の技術的接続性、統合性にも十分留意されつつ開発される必要がある｡また、プロジェクト内外

の技術の開発レベルやそれらの開発時期についてもバランス良く展開されることが重要となる｡

このように、本プロジェクトで開発される各製造プロセス技術は、大型ディスプレイ製造に向

けた重要な共通基盤技術であることを常に念頭に置きながら開発されることが必要であり、将

来の大型有機ＥＬディスプレイの製造に際していかなる効果をもたらすかについて十分な考察

が進められなければならない｡また、特に本プロジェクトの成果として、将来の大型有機ＥＬデ

ィスプレイにおいて大幅な省エネルギー性と高生産性がもたらされることが求められている。 
このため、大型有機ＥＬディスプレイ製造のための基礎検証を本プロジェクトの主要なテー

マとして位置づけ、個別要素技術の組み上げによる実用化・量産化に向けた課題の検討を行う

ことが必要となっている。 
 

２．研究開発の具体的内容 

①低損傷大面積電極形成技術、②大面積透明封止技術、③大面積有機製膜技術、の開発項目

について、低消費電力の大型有機ＥＬディスプレイを実現すると共に、Ｇ６サイズ（1500mm×

1850mm）以上の基板に対して適用可能であることの検証を行う。 

 

３．達成目標 

 平成２２年度までに、低損傷大面積電極形成技術、大面積透明封止技術、大面積有機製膜技

術の開発に関する中間段階での成果を総合的に判断し、大型ディスプレイの省電力化に関わる

最終目標達成に向けた研究開発の手段と方向性を具体的に提示する。また、開発した基盤技術

がＧ６サイズ（1500mm×1850mm）以上の基板に対して当該技術が適用可能であることを示すた

めの検証方法を具体化する。さらに、実用化を見据え、生産性に関する最終目標を定量的に設

定する。 

 

 平成２４年度までに、本プロジェクトにて開発される低損傷大面積電極形成技術、大面積透

明封止技術、大面積有機製膜技術の成果に加え、大型ディスプレイ製造にあたり必要となる本

プロジェクト開発項目以外の要素技術・周辺技術などを結びつけることによって大型ディスプ

レイ製造を想定し、具体的・定量的な見積もりを行うことによって、フルＨＤ４０型有機ＥＬ

ディスプレイの消費電力が４０Ｗ以下となることを示す。また、開発した各基盤技術がＧ６サ

イズ（1500mm×1850mm）以上の基板に対して適用可能であることを客観的な技術データをもっ

て示す。生産性については、中間段階で設定した最終目標を達成する。 
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（Ｂ）イノベーションプログラム基本計画 

 

 経済産業省が実施している研究開発プロジェクトは、７つの政策目標のもとにまとめられ、市場化

に必要な関連施策（規制改革、標準化等）と一体となった施策パッケージである「イノベーションプ

ログラム」として推進されている。本プロジェクト（「次世代大型有機ＥＬディスプレイ基盤技術の開

発（グリーンＩＴプロジェクト））は、そのうちＩＴイノベーションプログラムおよびエネルギーイノ

ベーションプログラムの一環として実施されている。この２つのイノベーションプログラム基本計画2

のうち、本プロジェクトに関係ある部分を中心に抜粋したものを次ページ以降に示す。 

  

・ ＩＴイノベーションプログラム基本計画 

 Ⅱ．省エネ革新 

  ［i］情報ネットワークシステムの徹底的省エネの実現 

   （１）グリーンＩＴプロジェクト 

 

・ エネルギーイノベーションプログラム基本計画 

 ４－Ⅰ 総合エネルギー効率の向上 

  ４－Ⅰ―iv 省エネ型情報生活空間創生技術 

   （１）グリーンＩＴプロジェクト 

 

                                                 
2 イノベーションプログラム基本計画(経済産業省）： http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g90427b18j.pdf 
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（抜粋） 

平成 21･03･23 産局第 2 号 

平成２ １ 年４ 月１ 日 

 

ＩＴイノベーションプログラム基本計画 

 

１．目的 

我が国が目指す高度情報通信ネットワーク社会の構築に向け、経済成長戦略大綱、ＩＴ新

改革戦略、科学技術基本計画及び技術戦略マップ等に基づき、情報化の進展に伴うエネルギー

消費量の増大等の課題にも考慮しつつ、その基盤となる情報通信機器・デバイス等の情報通信

技術を開発し、実社会への利用を促進する。また、情報システム・ソフトウェアについて品質、

信頼性及び生産性の向上を推進し、組込みソフトウェア産業強化、オープンソースソフトウェ

アを安心して活用するための環境整備、独創的な人材の発掘等、我が国産業競争力強化のため

の必要な基盤整備を実施することによって、ＩＴの利活用の深化・拡大を図り、より豊かな国

民生活を実現するとともに、我が国の経済活力の向上を図ることを目的とする。 

 

 

２．政策的位置付け 

○「経済成長戦略大綱」（２００６年７月財政・経済一体改革会議。２００７年６月改訂・経

済財政諮問会議報告、２００８年６月改訂・経済財政諮問会議報告） 

 ＩＴ革新による競争力強化、ＩＴ革新を支える産業・基盤の強化に必要な研究開発の推

進に対応 

○「第３期科学技術基本計画」(２００６年３月閣議決定) 

 国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点推進４分野である情報通信分野、分野別

推進戦略（２００６年３月総合科学技術会議）における重点分野である情報通信分野に位

置づけられるもの。 

○「ＩＴ新改革戦略」（２００６年１月高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部） 

次世代のＩＴ社会の基礎となる研究開発の推進等に対応。「ＩＴによる地域活性化等緊急プ

ログラム」（２００８年２月）、「ＩＴ政策ロードマップ」（２００８年６月）、「重点計画－

２００８（２００８年８月）」等を策定。 

 

 

３．達成目標 

（１）情報経済社会を形成する上で必要不可欠な基盤技術である情報通信機器・デバイス等に

関しては、「革新的な技術の確立」と「その開発成果の普及促進」を図る。 

【目標】 

・情報通信機器・デバイス産業の付加価値額を、２０２０年度において、２００８年度比

で、約５０％増加させる。 

・半導体の微細化に係る革新的基盤技術の開発（テクノロジーノード４５ｎｍ以細） 

・革新的な大型ディスプレイ技術の開発（消費電力を現状機器と比較して約５０％以下） 
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・革新的なネットワーク機器技術の開発（消費電力を現状機器と比較して６０％以下） 

 

（２）経済社会システムの信頼性確保に大きく寄与する情報システム・ソフトウェアに関して

は、品質、信頼性及び生産性の向上や産学官の開発リソースの連携強化により、「人材育

成」と「ソフトウェア工学の開発」等を積極的に推進する。 

【目標】 

・情報サービス・ソフトウェア産業の付加価値額を、２０１５年度において、２００４年度

比で、約２５％増加させる。 

・組込みシステム等の不具合発生率（２０１１年度までに２００６年度比５０％減） 

 

 

 

４．研究開発内容 

［プロジェクト］ 

 

Ⅰ．ＩＴコア技術の革新 

［ｉ］世界 先端デバイスの先導開発 

（１）次世代半導体材料・プロセス基盤プロジェクト（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金） 

（２）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金）（再掲） 

（３）ドリームチップ開発プロジェクト（運営費交付金） 

（４）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金） 

（５）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち新材料・新構造ナノ電子デ

バイス（再掲） 

（６）スピントロニクス不揮発性機能技術プロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

（７）半導体機能性材料の高度評価基盤開発（運営費交付金）（再掲） 

 

［ii］半導体アーキテクチャの革新 

（１）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

（２）次世代回路アーキテクチャ技術開発事業 

 

［iii］光技術の革新利用 

（１）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金）（再掲） 

（２）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金）（再掲） 

（３）三次元光デバイス高効率製造技術（運営費交付金）（再掲） 
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Ⅱ．省エネ革新 

［i］情報ネットワークシステムの徹底的省エネの実現 

 

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展によりネッ

トワークを流れるデータ量が大幅に増加する中で、ＩＴ機器による消費電力量の大幅な増

大に対応し、環境調和型ＩＴ社会の構築を図るため、個別のデバイスや機器に加え、ネッ

トワーク全体での革新的な省エネルギー技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、ＩＴ機器・システムのエネルギー消費効率を２倍に向上させる基

盤技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金）（再掲） 

（３）次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業（再掲） 

 

［ii］情報機器の徹底的省エネの実現 

（１）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金）（再掲） 

 

［iii］省エネを支えるプロセス基盤技術 

（１）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち窒化物系化合物半導体基板・

エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金）（再掲） 

 

 

Ⅲ．情報爆発への対応 

ＩＴの利活用による知の創造 

（１）情報大航海プロジェクト 

（２）ITとサービスの融合による新市場創出促進事業 

 

 

Ⅳ．情報システム・ソフトウェアの安全性・信頼性・生産性の向上とオープンスタンダードの普

及推進 

（１）セキュアプラットフォームプロジェクト 

（２）産学連携ソフトウェア工学の実践（運営費交付金を含む） 

（３）オープンソフトウェア利用促進事業（運営費交付金） 

（４）ＩＴ投資効率向上のための共通基盤開発プロジェクト 

（５）ＩＴＳの規格化事業（第２フェーズ） 

 

 

本プロジェクト
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５．政策目標の実現に向けた環境整備 

【法律】 

・ 情報処理の進行を目的に、昭和４５年に情報処理の促進に関する法律が制定。 

・ 半導体集積回路の回路配置の適正な利用の確保を目的に、昭和６３年に半導体集積回路の

回路配置に関する法律が制定。 

 

【税制】 

・ 情報セキュリティ強化を確保しつつ生産性の向上を図るためのＩＴ投資に対し、３５％特

別償却又は７％税額控除（情報基盤強化税制）。 

・ ソフトウェアを含む機械装置等に対し、３０％特別償却又は７％税額控除（中小企業投資

促進税制）。 

 

【国際標準化】 

各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては、適切な標準化活動

（国際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ））、日本工業規格（ＪＩＳ）、その他国際的に認知された標準の

提案等）を実施する。特に、産学連携ソフトウェア工学の実践における組込みソフトウェア開

発については、国際標準の動向を踏まえた開発を促進することにより、プロジェクトの成果の

幅広い普及を促進する。 

 

【関係機関との連携】 

各プロジェクトのうち、研究開発を効率的・効果的に推進する観点から関係機関との連携

が必要なものについては、これを積極的に行う。 

但し、関係機関が行う研究開発等の独自性を妨げるものではない。 

 

【導入普及促進〕 

成果の普及を図るため、これまでの終了プロジェクトの成果の全部または、一部についてはオー

プンソースソフトウェアとして公開する。また、高信頼な組込みソフトウェアの開発では、ソフ

トウェアエンジニアリングセンター（ＳＥＣ）において提供される各種エンジニアリング手法を

開発現場に適用し、当該技術の効果を明らかにしながら開発を進める。 

 

【その他】 

・グラント事業 

ＮＥＤＯの産業技術研究助成事業を活用し、萌芽的・革新的な情報通信関係の技術シー

ズの発掘を行う。また、ソフトウェア分野の独創的な技術やビジネスシーズを有した人材

を発掘する。 

・事業終了後の連携 

産学官連携の研究体制を通して活動を行い、これらの事業の終了後も各分野の研究者・

技術者が有機的に連携し、更に新たな研究を作り出す環境を構築する。 

・人材育成 

 ハードウェア分野においては、出来る限り大学との連携を重視し、各種フェローシップ
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制度を活用しつつ、 先端の情報通信基盤研究現場への学生等の参画を推進することによ

り次世代の研究開発人材の育成を図る。また、ソフトウェア分野における独創的な人材を

発掘し、育成するとともに、優秀な人材が集うコミュニティを構築するなど、発掘された

人材の才能をさらに伸ばすための取組を進める。 

・広報／啓発 

 毎年１０月を「情報化月間」としている。 

 

 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業名

に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の総

額の範囲内で、当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

 

 

７．改訂履歴 

 ［中略］ 

（９） 平成２０年４月１日付け、ＩＴイノベーションプログラム基本計画を制定。情報通信機

器高度化・デバイス基盤プログラム基本計画（平成１９・０３・１２産局第７号）及び情

報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画（平成１９・０３・１２産局第８号）

は、本プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

（９） 平成２１年４月１日付け、ＩＴイノベーションプログラム基本計画を制定。ＩＴイノベ

ーションプログラム基本計画（平成２０・０３・２７産局第１号）は、廃止。 
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（抜粋） 
平成２１・０３・２６産局第１号 

平 成 ２  １  年 ４  月 １  日 
 

エネルギーイノベーションプログラム基本計画 

１． 目的 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築

に取り組んでいくことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要するととも

に大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組を行う

ことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示

し、官民双方がこの方向性を共有することで、長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能と

なる。 

エネルギー安全保障の確立や、世界全体の温室効果ガスを２０５０年までに半減するとい

う長期目標を達成するため、以下に政策の柱毎に目的を示す。 

１－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

１９７０年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな製

造技術の導入、民生機器の効率改善等により世界 高水準の省エネルギーを達成している。

今後、「新・国家エネルギー戦略」に掲げる、２０３０年までにＧＤＰあたりのエネルギー

利用効率を約３０％向上を実現していくためには、産業部門はもとより、全部門において、

総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその成果の導入を促進する。 

１－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

ほぼ１００％を石油に依存する運輸部門は、わが国エネルギー需給構造上、 も脆弱性

が高く、その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が不可欠な課題となってい

る。 

「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（２０３０年に向け、運輸部門の石油依存度

が８０％程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方向性を

共有しつつ、技術開発と関連施策を推進する。 

１－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーは、エネルギー源の多様化や地球温暖化

対策の観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普及へ向け

ての課題が存在する。 

そのため、これらの課題解決に向けた技術開発の推進及び新エネルギーの導入促進のた

めの関連施策の実施により、更なる新エネルギーの普及を推進する。 

１－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

原子力発電は供給安定性に優れ、運用時にＣＯ２を排出しないクリーンなエネルギー源

である。安全確保を大前提に核燃料サイクルを含む原子力発電を着実に推進する。 

１－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

化石燃料資源の大宗を輸入に依存する我が国にとって、その安定供給の確保は国家安全

保障に直結する課題である。このため、石油・天然ガス等の安定供給確保を目指し、我が

国企業による資源国における資源開発等に対する支援等の施策を進めるとともに、その有

効かつクリーンな利用を図る。
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２．政策的位置付け 

○ 低炭素社会づくり行動計画（２００８年７月閣議決定） 

２００８年６月の福田総理（当時）のスピーチ「福田ビジョン」等を受け、我が国が

低炭素社会へ移行していくための具体的な道筋を示すため、国全体を低炭素化へ動か

す仕組みや革新的な技術開発、国民一人ひとりの行動を促すための取組について策定。 

「環境エネルギー技術革新計画」や「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」等に

示された革新的技術の開発に５年間で３００億ドル程度を投入するという具体的な目

標が示された。 

○ 環境エネルギー技術革新計画（２００８年５月） 

温室効果ガスの大幅な削減を目指すだけでなく、エネルギー安全保障、環境と経済の

両立、開発途上国への貢献等を考慮し、以下の戦略等を策定。 

１．低炭素社会実現に向けた我が国の技術戦略 

２．国際的な温室効果ガス削減策への貢献策 

３．革新的環境エネルギー技術開発の推進方策 

○ Cool Earth－エネルギー革新技術計画（２００８年３月） 

２００７年５月の総理イニシアティブ「クールアース５０」を受け、世界全体の温

室効果ガスの排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長期目標を達

成するため、エネルギー分野における革新的な技術開発について検討をおこない、２

１の技術を選定。 

○ エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定） 

重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施策

として、 

１． 総合エネルギー効率の向上に資する技術 

２． 原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保に資する技術 

３． 運輸部門のエネルギー多様化に資する技術 

４． 新エネルギーに関する技術 

５． 化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用に資する技術 

 以上が位置づけられている。 

○ 新・国家エネルギー戦略（２００６年５月） 

世界 先端のエネルギー需給構造の実現を図るため 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 運輸エネルギーの次世代化計画 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

以上の計画が位置づけられている。また、資源外交、エネルギー環境協力の総合

的な強化を図るため、「総合資源確保戦略」が位置づけられている。 

○ 第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究開発課題を

重視して研究開発を推進する「推進４分野」であるエネルギー分野、分野別推進戦略

（２００６年３月総合科学技術会議）における「推進４分野」であるエネルギー分野

に位置付けられている。 
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○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議） 

資源・エネルギー政策の戦略的展開として 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 次世代自動車・燃料イニシアティブ等による運輸エネルギー次世代化 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

５． 資源外交、環境・エネルギー協力等の総合的な強化 

 以上が位置づけられている。 

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定） 

「京都議定書の約束を達成するとともに、更に「脱温暖化社会」に向けて長期的・

継続的な排出削減を進めるには、究極的には化石燃料への依存を減らすことが必要で

ある。環境と経済の両立を図りつつ、これらの目標を達成するため、省エネルギー、

未利用エネルギーの利用等の技術革新を加速し、効率的な機器や先進的なシステムの

普及を図り、世界をリードする環境立国を目指す。」とされている。 

 

 

３．達成目標 

３－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プロセス効率

向上」、民生・運輸部門における「省エネルギー」などにより、ＧＤＰ当たりのエネルギ 

ー消費指数を２０３０年度までに少なくても３０％改善することを目指す。 

３－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

バイオマス由来燃料、ＧＴＬ、ＢＴＬ、ＣＴＬなどの新燃料、電気自動車や燃料電池

自動車などの導入により、現在ほぼ１００％の運輸部門の石油依存度を２０３０年まで

に８０％程度とすることを目指す。 

３－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーの技術開発や燃料電池など革新的なエ

ネルギー高度利用を促進することにより、新エネルギー等の自立的な普及を目指すこと

で、エネルギー源の多様化及び地球温暖化対策に貢献する。 

３－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

２０３０年以降においても、発電電力量に占める比率を３０～４０％程度以上とする

ことを目指すため、高速増殖炉サイクルの早期実用化、既設軽水炉代替へ対応する次世

代軽水炉の開発、軽水炉技術を前提とした核燃料サイクルの確立、放射性廃棄物対策な

どの技術開発を推進する。 

３－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

石油・天然ガスの化石燃料の安定供給確保を目指し、資源獲得能力の強化に資する先

端的な技術開発を推進するとともに、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつクリ 

ーンな利用を促進するための技術開発・導入を目指す。 
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４．研究開発内容 

４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

４－Ⅰ－ⅰ．共通 

（１）省エネルギー革新技術開発事業（運営費交付金） 

（２）エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業（運営費交付金） 

（３）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅱ．超燃焼システム技術 

（１）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）（再掲） 

（２）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金） 

（３）革新的ガラス溶融プロセス技術開発（運営費交付金） 

（４）革新的マイクロ反応場利用部材技術開発（運営費交付金） 

（５）鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発（運営費交付金） 

（６）希少金属等高効率回収システム開発 

（７）低品位鉱石・難処理鉱石に対応した革新的製錬プロセス技術の研究開発 

（８）環境調和型水循環技術開発 

（９）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発 

（１０）省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業 

（１１）エネルギー使用合理化繊維関連次世代技術開発 

（１２）高効率ガスタービン実用化技術開発 

（１３）エネルギー使用合理化高効率パルプ工程技術開発（運営費交付金） 

（１４）革新的省エネセラミックス製造技術開発（運営費交付金） 

（１５）発電プラント用超高純度金属材料開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（１６）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（４－Ⅴ－ⅳ参照） 

（１７）噴流床石炭ガス化発電プラント開発（４－Ⅴ－ⅳ参照） 

（１８）石油精製高度機能融合技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅲ．時空を超えたエネルギー利用技術 

（１）カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト（運営費交付金） 

（２）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照） 

（３）高温超電導電力ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照） 

（４）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照) 

（５）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発(運営費交付金）(４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）水素貯蔵材料先端基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（８）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（９）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１０）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－

Ⅳ－ⅴ参照） 

（１１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅳ－ⅴ参照) 

（１２）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅲ参照） 
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４－Ⅰ－ⅳ．省エネ型情報生活空間創生技術 

 

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展に

より、ネットワークを流れるデータ量が大幅に増加する中で、ＩＴ機器による消

費電力量の大幅な増大に対応し、環境調和型ＩＴ社会の構築を図るため、個別の

デバイスや機器に加え、ネットワーク全体での革新的な省エネルギー技術の開発

を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１２年度までに、ＩＴ機器・システムのエネルギー消費効率を２倍に向上

させる基盤技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

 

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金） 

（３）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金） 

（４）有機発光機構を用いた高効率照明の開発（運営費交付金） 

（５）マルチセラミックス膜新断熱材料の開発（運営費交付金） 

（６）超フレキシブルディスプレイ部材技術開発（運営費交付金） 

（７）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金） 

（８）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金） 

（９）次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業（運営費交付金） 

 

４－Ⅰ－ⅴ．先進交通社会確立技術 

（１）エネルギーＩＴＳ（運営費交付金） 

（２）サステナブルハイパーコンポジット技術の開発（運営費交付金） 

（３）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代航空機用） 

（４）環境適応型小型航空機用エンジン研究開発（運営費交付金） 

（５）省エネ用炭素繊維複合材技術開発 

（６）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅵ．次世代省エネデバイス技術 

（１）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発 －うち窒化物系化合物 

半導体基板・エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金） 

（２）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金） 

（３）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金） 

（４）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金） 

（５）半導体機能性材料の高度評価基盤開発（運営費交付金） 

本プロジェクト 
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４－Ⅰ－ⅶ．その他 

（１）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代衛星基盤） 

 

 

４－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

４－Ⅱ－ⅰ．共通 

（１）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅱ－ⅱ．バイオマス由来燃料 

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（２）Ｅ３地域流通スタンダードモデル（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（３）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（４）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参

照） 

（５）セルロース系エタノール革新的生産システム開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ

参照） 

 

４－Ⅱ－ⅲ．ＧＴＬ等の合成液体燃料 

（１）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅱ参

照） 

 

４－Ⅱ－ⅳ．燃料電池自動車および水素関連技術 

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（３）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（４）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）燃料電池システム等実証研究（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅱ－ⅴ．電気自動車 

（１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（２）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅲ参照） 

 

 

４－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

４－Ⅲ－ⅰ．共通 

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金） 

（２）新エネルギー技術フィールドテスト事業（運営費交付金） 

（３）新エネルギー技術実用化補助金（運営費交付金） 

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金） 
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４－Ⅲ－ⅱ．太陽・風力 

（１）太陽光発電無線送受電技術の研究開発 

 

４－Ⅲ－ⅲ．電力系統制御・電力貯蔵 

（１）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金） 

（２）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（３）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ－

ⅴ参照） 

 

４－Ⅲ－ⅳ．バイオマス・廃棄物・地熱等 

（１）Ｅ３地域流通スタンダードモデル創成事業（運営費交付金） 

（２）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金） 

（３）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金） 

（４）セルロース系エタノール革新的生産システム開発（運営費交付金） 

 

４－Ⅲ－ⅴ．燃料電池 

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金） 

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金） 

（３）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金） 

（４）セラミックリアクター開発（運営費交付金） 

（５）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金） 

（６）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金） 

（７）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金） 

（８）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金） 

（９）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金） 

（１０）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金） 

（１１ ）将来型燃料高度利用技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

４－Ⅳ－ⅰ．軽水炉・軽水炉核燃料サイクル 

＜新型軽水炉＞ 

（１）次世代軽水炉等技術開発 

＜軽水炉使用済燃料再処理技術の高度化＞ 

（２）使用済燃料再処理事業高度化 

＜プルサーマルの推進＞ 

（３）全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発 

＜軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの円滑な移行のための技術開発＞ 

（４）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発 

＜ウラン濃縮技術の高度化＞ 

（５）遠心法ウラン濃縮技術開発 

＜回収ウラン＞ 
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（６）回収ウラン利用技術開発 

＜共通基盤技術開発＞ 

（７）革新的実用原子力技術開発 

 

４－Ⅳ－ⅱ．高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル 

（１）発電用新型炉等技術開発 

（２）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発（４－Ⅳ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅳ－ⅲ．放射性廃棄物処理処分 

（１）地層処分技術開発 

（２）管理型処分技術開発 

（３）放射性廃棄物共通技術開発 

 

４－Ⅳ－ⅳ．原子力利用推進に資する電力系統技術 

（１）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金） 

（２）高温超電導ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金） 

 

４－Ⅳ－ⅴ．その他電力供給安定化技術 

（１）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金） 

（２）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金） 

（３）発電プラント用超高純度金属材料の開発（運営費交付金） 

 

４－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

４－Ⅴ－ⅰ．石油・天然ガス・石炭の探鉱・開発・生産技術 

（１）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金） 

（２）石炭生産技術開発 

（３）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金） 

（４）石油資源遠隔探知技術の研究開発 

（５）ハイパースペクトルセンサ等の研究開発（運営費交付金） 

（６）次世代合成開口レーダ等の研究開発 

（７）極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システムの研究開発 

 

４－Ⅴ－ⅱ．石油・天然ガスの有効利用技術 

（１）石油燃料次世代環境対策技術開発 

（２）石油精製高度機能融合技術開発 

（３）将来型燃料高度利用技術開発 

（４）革新的次世代石油精製等技術開発 

（５）次世代高信頼性ガスセンサー技術開発 

（６）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金） 

（７）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－

ⅰ参照） 

（８）高効率ガスタービン実用化技術開発（４－Ⅰ－ⅱ参照） 
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４－Ⅴ－ⅲ．オイルサンド等非在来化石資源の利用技術 

（１）メタンハイドレート開発促進委託費 

（２）革新的次世代石油精製等技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅳ．石炭クリーン利用技術 

（１）革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト 

（２）国際革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト補助金 

（３）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発費補助金 

（４）石炭利用技術開発（一部、運営費交付金）（クリーン・コール・テクノロジーの研

究開発の一部） 

（５）噴流床石炭ガス化発電プラント開発費補助金 

（６）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金）（４－Ⅰ

－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅴ．その他共通 

（１）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（３）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照) 

（４）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発(運営費交付金）(４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）水素貯蔵材料先端基盤研究事（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（８）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（９）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１０）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１１）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

 

５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 

５－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

 事業者単位の規制体系の導入 

 住宅・建築物に係る省エネルギー対策の強化 

 セクター別ベンチマークアプローチの導入と初期需要創出（高効率機器の導入補助等） 

 トップランナー基準の対象機器の拡充等 

 アジアにおける省エネルギー対策の推進を通じた我が国の国際競争力の向上 

 国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組 

５－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

 公共的車両への積極的導入 

 燃費基準の策定・改定 

 アジアにおける新エネルギー協力 

 国際標準化による国際競争力向上 

５－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 
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 補助金等による導入支援 

 新エネルギーベンチャービジネスに対する支援の拡大 

 新エネルギー産業構造の形成 

 電気事業制度・ガス事業制度の在り方の検討 

５－Ⅳ．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保 

 電力自由化環境下での原子力発電の新・増設の実現 

 資源確保戦略の展開 

 次世代を支える人材育成 

 中小型炉の海外市場への展開、我が国原子力産業の国際展開支援 

 原子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた国際的枠組み作りへの積極的関与 

 国と地域の信頼強化 

５－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

 資源国等との総合的な関係強化（研究開発の推進・協力、人材育成・技術移転、経済

関係強化など） 

 化石燃料のクリーンな利用の開拓 

 

 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金による実施されるもの（事業名

に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の総

額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

また、事業名に（採択テーマ）と記載された事業は、提案公募事業により採択されたテー

マを記載したものであり、その採択や評価等は、提案公募事業の実施機関の責任の下、実施さ

れるものである。 

 

７．改訂履歴 

［中略］ 

（５）平成２０年４月１日付け、エネルギーイノベーションプログラム基本計画制定。省エ

ネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２６産局第１号）、新エネル

ギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第４号）、燃料技術開発プ

ログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第７号）、電力技術開発プログラム基本計

画（平成１９・０３・１６産局第３号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１９・

０３・２３産局第２号）は、本プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

（６）平成２１年４月１日付け制定。エネルギーイノベーションプログラム基本計画（平

成２０・０３・２５産局第５号）は廃止。 
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（Ｃ）技術戦略マップ（分野別技術ロードマップ） 

 

 技術戦略マップ3は、新産業を創造していくために必要な技術目標や製品・サービス・

コンテンツの需要を創造するための方策を示したものであり、経済産業省およびＮＥＤＯ

が、産学官の専門家の英知を結集してとりまとめたものである。ディスプレイ技術は、ユ

ーザビリティ分野の一部に含まれており、ディスプレイの大型化・応答速度向上・高精細

化を実現することでユーザビリティ向上を行うことをねらいとしている。技術戦略マップ

（ロードマップ）から有機ＥＬディスプレイ分野を抜粋したものを次ページに示し、本プ

ロジェクトに関連した部分を枠で囲んだ。 

 

                                                 
3 技術戦略マップ： http://www.nedo.go.jp/roadmap/ 

図C-1 ユーザビリティ分野におけるディスプレイ技術の位置付け 

（「技術戦略２００９」より） 
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（Ｄ）ＮＥＤＯ ＰＯＳＴ および事前評価書 

 

 ＮＥＤＯ ＰＯＳＴ4とは、ＮＥＤＯが新規に研究開発プロジェクトを開始するにあたっ

て、プロジェクト案の概要を示し、ウェブを活用して広くパブリック・コメントを集める

手段であり、その結果をプロジェクト検討に役立てることによって、より社会のニーズに

適合したプロジェクトを効率的に実施するためのコミュニケーション・ツールである。 

 事前評価書は、新規に事業を開始する際に事業の推進部自らが、別途定められた評価項

目・基準によって評価するものである。これによって、事業目的、目標設定根拠の明確化、

実施内容の重複排除等を行い、事業の効率的かつ効果的な実施を行っている。本プロジェ

クト立ち上げにあたって公開されたＮＥＤＯ ＰＯＳＴおよび事前評価書5を以下に示す

（基本計画は、「（Ａ）基本計画」の項を参照）。 

 

＜ＮＥＤＯ ＰＯＳＴ意見募集の案内＞ 

 

 

                                                 
4 NEDOPOST： http://www.nedo.go.jp/nedopost/index.html 
5 本プロジェクトの NEDOPＯＳＴおよび事前評価書： http://www.nedo.go.jp/nedopost/h20_3/index.html 

図D-1 NEDOPOSTの内容（次ページへ続く） 
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図D-1 NEDOPOSTの内容 （前ページからの続き） 
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＜NEDOPOST プロジェクト（案）概要説明＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜プロジェクト（案）に対するパブリックコメント募集結果＞ 
 
 
 

図D-2 NEDOPOST３の内容 

図D-3 パブリックコメント募集の結果について 
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事前評価書 

 
 

作成日 平成２０年２月６日 

１． 事業名称 

 （コード番号）

次世代大型有機ＥＬディスプレイ基盤技術の開発（グリーンＩＴ

プロジェクト） 

 

２．推進部署名  電子・情報技術開発部 

３．事業概要

(1) 概要：薄型テレビに対する消費者ニーズを反映して大型化・

高精細化が進み、１台当たりの消費電力が急増している。この

問題を解決するために、低消費電力が期待できる次世代の大型

有機ＥＬディスプレイに関する研究開発を行う。具体的には、

低損傷大面積電極形成技術の開発、大面積透明封止技術の開発、

大面積有機製膜技術の開発等を行い、将来的に消費電力が４０

Ｗ以下となるフルＨＤ４０型以上の大型有機ＥＬディスプレイ

を量産製造するための基盤技術の確立を目指す。 

(2) 事業規模：総事業費（国費分）３５億円(未定） 

(3) 事業期間：平成２０年度～２４年度（５年間） 

 

４．評価の検討状況 

（１） 事業の位置付け・必要性 

地球温暖化問題は、世界全体で早急に取り組むべき最重要課題であり、経済・

社会活動と地球環境の調和を実現するためには、画期的な技術革新が求められ

ている。ＩＴ機器においても、ブロードバンドの普及、ＩＴ機器の高度化・設

置台数の急激な増加に伴って消費電力も膨大な量が見込まれ、省エネルギー化

が重要な課題となっている。 

そのような中、テレビを始めとするディスプレイの大型化が進み、１台当た

りの消費電力は増大の傾向にあるため、ディスプレイの低消費電力化につなが

る技術開発も重要な課題の一つである。 

有機ＥＬディスプレイは、低消費電力、高効率発光表示、広い視野角特性、

高速応答性、超薄型軽量化などを同時に実現する次世代ディスプレイ技術とし

て位置付けられ、２０１０年代後半での量産実用化によって大きな電力削減効

果がもたらされることが期待されている。しかしながら、現時点においては４

０型以上の大型ディスプレイを量産製造する技術が確立されておらず、そのた

めの製造プロセス技術の整備が必要となっている。また、ディスプレイ業界は、

国際的な技術開発競争がますます熾烈になっている状況にあるため、我が国も

早急に大型ディスプレイの製造プロセス技術の整備に取り組むことが重要であ

る。 

従って、このような社会情勢を背景として、低消費電力が期待できる大型有

機ＥＬディスプレイの実現に向けて革新的な技術開発をわが国の企業・研究機

関が一体となって取り組むべきである。 
 



（Ｄ）NEDOPOST および事前評価書－5 
事業原簿 公開版 

（２） 研究開発目標の妥当性 

＜目標＞ 

有機ＥＬディスプレイの大型化・低消費電力化に必要な①低損傷大面積電極

形成技術、②大面積透明封止技術、③大面積有機製膜技術の技術開発を行い、

個別要素技術の統合を通じて、フルＨＤ４０型以上の有機ＥＬディスプレイに

対して想定される消費電力が４０Ｗ以下となること、および、開発した各基盤

技術がＧ６サイズ（1500mm×1850mm）以上の基板に対して適用可能で高生産性

を実現できること、を客観的な技術データをもって示す。 

   ＜妥当性＞ 

 薄型テレビの大型化・高精細化に伴い、１台あたりの消費電力が飛躍的に増

大すること、また、今後の薄型テレビ出荷台数の大幅な伸びが予測されること

から低消費電力化技術が極めて重要になる。この観点から、目標とする超低消

費電力ディスプレイを実現し、薄型テレビの電力消費量の抑制を図ることは重

要であると考える。しかしながら、現時点においては４０型以上の大型ディス

プレイを量産製造する技術が確立されておらず、そのための製造プロセス技術

の整備が必要となっている。設定された各技術開発項目は、有機ＥＬディスプ

レイの大型化を実現する上で解決すべき共通基盤技術であり、２０１０年代後

半での量産実用化を通じて大きな電力削減効果が期待される。従って、上記の

目標設定は妥当であると考える。 

 

（３） 研究開発マネジメント 

公募を実施し、最適な研究開発体制を構築する。また、必要に応じて、外部

有識者の意見を求め、その評価結果を踏まえて事業全体について見直しを行い、

適切な運営管理に努める。 

 

（４） 研究開発成果 

低消費電力が期待できる大型有機ＥＬディスプレイの実現に向けた革新的な

技術開発が達成される。２０１０年代後半に、量産実用化による大きな電力削

減効果が期待され、ＩＴ機器における国内電力消費量を抑制することが可能と

なる。また、国際競争力の強化にも資する。 

 

（５） 実用化・事業化の見通し 

本プロジェクトで大型有機ＥＬディスプレイ製造のための基盤技術開発およ

び実用化への検討を行い、本プロジェクト終了後数年間の実用化研究を通じて

他の周辺技術も盛り込んだ量産化技術を確立することにより、２０１０年代後

半を目処に４０型以上で４０Ｗ以下の大型・低消費電力の有機ＥＬディスプレ

イの量産実用化が期待できる。 

 

（６） その他特記事項 

大きな市場規模をもつ薄型ディスプレイ産業において、省エネルギーに寄与

する技術を実現し、今後とも国際競争力を維持し、わが国の産業として拡大し

て行くため、産学官で連携し、知的財産の確保と技術流出の防止を戦略的に行

なうことが重要である。 

 

５．総合評価 

地球温暖化防止に向けたＩＴ機器の低消費電力化を目指した本事業の意義と

必要性は非常に高く、ＮＥＤＯの実施する事業として、適切であると判断する。
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